















A study of CARE defined by Long-Term Care Insurance Act.  
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ステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」により、平成 30 年 8 月 1 日
から 2 割の自己負担者のうち、特に所得の高い層の利用者負担を３割とすることとしてい
る。 
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った受給者数及び給付費総額は、平成 18（2006）年度と比べて 1.5 倍にも達した。 
また、介護報酬の不正請求を契機として、介護保険制度は予期せぬ見直しに迫られた。事
業者の不正防止を図ることを目的に、業務管理体制の整備を義務付ける等の「介護保険法及
び老人福祉法の一部を改正する法律案」が平成 20（2008）年 5 月に成立した。同時期には、
介護従事者等の処遇の改善に資するための施策のあり方に検討を加えることを規定した
                                                   












3 「平成 18 年介護サービス施設・事業所調査結果（概況）」（平成 19 年 11 月 30 日厚生労
働省統計情報部公表）によると、各介護サービスの中で最も多い訪問介護事業所数は
20948 事業所（前年比 2％増）であり、平成 17 年の増加率（平成 16 年比 19％増）と比較
すると微増である。 
4 「平成 26 年度介護保険事業状況報告（年報）」（平成 28 年 9 月 7 日厚生労働省老健局公
表）によると、第１号被保険者１人あたり給付費（介護給付・予防給付）は、254 千円で
あり、対前年度比 1.4％増加した。また、1 か月平均の受給者数は 503 万人、給付費総額は


















                                                   





6 介護報酬は、平成 15（2003）年度に-2.3％、平成 18（2006）年度に-0.5％のマイナス改
定が続いたが、平成 21（2009）年度に 3％、平成 24（2012）年度に 1.2％のプラス改定
となった。しかし、平成 27（2015）年度には一転-2.27％のマイナス改定を措置した。 
7 平成 20（2008）年 10 月 31 日に政府が公表した「生活対策」（「新たな経済対策に関す
る政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議」）によると、平成 21（2009）年度に介護
報酬を 3％上げると提言しており、以降 2 回の介護報酬の改定ではプラスとなった。 
8 平成 26（2014）年介護保険法改正によって、平成 27 年 8 月から、一定所得（年金収入
280 万円又は合計所得 160 万円）以上の層の負担割合を 2 割に引き上げるとともに、低所
得の施設利用者の食費・居住費を補填する補足給付制度の要件に資産を加えた。さらに、
現役並み所得者（課税所得 145 万円以上）の自己負担限度額（高額介護サービス費）を
37,200 円から 44,400 円に引上げた。そして、平成 29 年に「地域包括ケアシステムの強化
のための介護保険法等の一部を改正する法律案」を国会に提出し、平成 30 年 8 月から、2
割負担者のうち特に所得の高い層（年金収入等 340 万円以上）の負担割合を 3 割に引き上
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く」月刊「福祉」1990 年 7 月号 21 頁【旧厚生省老人福祉課長発言】（1990）。 
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31 村上・前掲注（24）65 頁。 























政 22 号 164 頁（1997）。） 












経済企画庁『新経済社会 7 ヵ年計画』及び自由民主党『研修叢書 8 日本型福祉社会』で
は、現状の「福祉」水準の分析、「日本型」の捉え方等が異なることは留意する必要があ
る。 
36 堀・前掲注（23）38 頁。この場合、「日本型福祉社会推進論」を指す。 


























                                                   
38 孝橋・前掲注（21）35 頁。 
39 堀・前掲注（23）44 頁。 
40 堀勝洋『社会保障法総論第 2 版』（東京大学出版会，2004）48 頁。 



























                                                   
42 堀・前掲注（40）211 頁。保育所の入所申請について、保育の措置に伴う反射的利益に
過ぎないとして、不措置決定に伴う損害賠償請求を棄却した判決（東京地判昭和 61 年 9
月 30 日判例時報 1218 号 93 頁）がある。 
43 西村健一朗『社会保障法』（有斐閣，2003）499 頁。 




45 増田・前掲注（12）87 頁。 
46 堀・前掲注（42）。 
47 西村・前傾注（43）450 頁。平成 10（1989）年 6 月に旧厚生省に設置された中央社会福
祉審議会社会福祉構造改革分科会が取りまとめた「社会福祉基礎構造改革について（中間


























                                                   








関係法律の整備に関する法律（平成 22 年 12 月 10 日法律第 71 号）が成立し、障害者自立
支援法は、「その有する能力及び適性に応じ」、家計の負担能力その他の事情をしん酌する
ことを原則とすることに改められた。 





























                                                   





案そのものについては、訴えの利益が失われたとして却下した。（東京地判平成 18 年 11 月
29 日賃金と社会保障 1439 号 93 頁）。 






























                                                   
54 堀・前掲注（23）48 頁。 
55 昭和 53 年厚生白書（1978）。 




















12 月には「昭和 54 年度の税制改正に関する答申」を取りまとめ、新税の骨格を示すことと
なった。これを受けて、内閣では、翌年 1 月の「昭和 54 年税制改正の要綱」において、「一
                                                   




る旨を定める。なお、第 48 条第 2 項の規定は、名称独占に関する旨を定める。 









59 江口・前掲注（11）15 頁。 



















税制調査会が昭和 58（1983）年 11 月に取りまとめた「今後の税制の在り方についての答申」
において、物品税の課税対象は実態に対応できなくなっているとの考えが示された63。 







                                                   
61 平成 9（1997）年 12 月には、国及び地方の財政赤字を加えた「国民負担率」が 100 分の
50 を上回らないよう抑制する旨を規定した財政構造改革の推進に関する特別措置法（第 6
条第 1 項第 6 号）が制定された。しかし、翌年 12 月には財政構造改革の推進に関する特
別措置法の停止に関する法律が制定されることになった。 
62 江口・前掲注（41）150 頁。 









のあり方について、昭和 62 年（1987）年 11 月に政府税制調査会に対して諮問した。 














                                                   
64 森信・前掲注（60）131 頁。 
65 森信・前掲注（60）211 頁。昭和 62 年 10 月政府・与党首脳会議決定「税制の抜本的改
革に関する基本方針」をいう。 
66 森信・前掲注（60）211 頁。 






































成 6 年（1994）2 月に、細川総理によって消費税を廃止して国民福祉税を創設することを含
                                                   
68 江口・前掲注（14）14 頁。 



















一方、平成 6（1994）年 7 月、自由民主党、日本社会党及び新党さきがけによる 3 党の連




して、所得税・個人住民税の減税に 3.5 兆円、相続税の減税に 0.3 兆円、社会保障支出の増





には、平成 8（1996）年 9 月 30 日までに社会保障等による費用の財源を確保する観点、行
財政改革の推進状況、租税特別措置等及び消費税に係る課税適正化の状況、財政状況等を検





























                                                   
70 森信・前掲注（60）97 頁。 
71 森信・前掲注（60）543 頁。 
72 江口・前掲注（14）24 頁。 
73 増田・前掲注（12）14 頁。 































                                                   



























                                                   
76 介護保険制度の財政は、保険料と税を折半する形で運営されている。その大まかな構成
比は、第 1 号保険料が 21％を、第 2 号保険料が 29％を、市町村と都道府県がそれぞれ
12.5％を、国が 25％を担う。 
77 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一

























消費増税と社会保障財源化の発端となったのは、平成 20（2008）年 1 月に内閣官房に置





                                                   
78 2017 年度時点で、社会保障 4 経費に係る総額は 37.8 兆円である。これに対して、地方








平成 22（2010）年 12 月 14 日の閣議決定に基づいて、社会保障・税一体改革大綱（平成 24
年 2 月 17 日閣議決定）が取りまとめられたことである。そこでは、「社会保障の充実策は、













そして、平成 25（2013）年 12 月に「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推
進に関する法律」が制定され、制度ごとに講ずべき改革の骨子が定められた。 






















































































































































































































に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年 3 月 1 日付老企 36 号
厚生省保健福祉局企画課長通知）。 
90 第 2 回社会保障審議会介護給付費分科会介護サービス事業の実態把握のためのワーキン
グチーム（平成 19 年 11 月）資料では、平成 18 年 4 月以降、身体介護中心型の利用は従前
と大差がないのに対して、生活援助は急激な減少を示していることが明らかになった。 
91 「同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護サービスの生
活援助等の取扱いについて」（平成 19 年 12 月 20 日付各都道府県介護保険主管課宛厚生労
働省老健局振興課事務連絡）。 























ア 21 世紀福祉ビジョン 








                                                   
93 増田・前掲注（9）87 頁。 
































                                                   
担の公平化が図られるようなシステム」。 
95 増田・前掲注（12）8 頁。 




及び勧告を行う機関であり、平成 12 年の省庁再編とともに廃止された。 






























                                                   
















































社会保障制度審議会は、平成 7（1995）年 7 月に「社会保障体制の再構築～安心して暮ら
せる 21 世紀の社会を目指して～」を取りまとめ、内閣総理大臣に勧告した。この勧告は、
昭和 25（1950）年に行った「社会保障制度に関する勧告」に次ぐもの101とされ、自ら「社会













                                                   
100 介護保険制度史研究会他・前掲注（82）77 頁。 
































                                                   































                                                   
103 江口・前掲注（14）29 頁。 
104 江口・前掲注（14）35 頁。 




















































的支援という利益を受ける可能性が高まることを理由に 40 歳以上とする。そのうち、65 歳







                                                   
106 増田・前掲注（12）178 頁。 
107 増田・前掲注（12）178 頁。 
108 介護保険制度史研究会他・前掲注（82）201 頁。 
109 介護保険制度史研究会他・前掲注（82）445 頁。介護保険制度の創設を契機に基礎自
































































111 江口・前掲注（14）5 頁。 






























                                                   
114 大村・前掲注（112）330 頁。 
115 山脇貞司「介護保障と家族」日本社会保障学会編『講座社会保障法第 4 巻医療保険
法・介護保険法』（法律文化社，2001）221 頁。 
116 内田貴『民法Ⅳ［補訂版］親族・相続』（東京大学出版会，2004）298 頁。 
117 山脇・前掲注（115）222 頁。 
118 山脇・前掲注（117）。 

























                                                   
121 例えば、介護保険法第第 41 条第 4 項に規定する居宅介護サービス費の額に、食事の提
供に要する費用その他の日常生活に要する費用を除く旨が規定された。 
122 介護保険法 8 条第 2 項の規定は、「訪問介護」とは、要介護者であって、居宅（老人福
祉法第 20 条の 6 に規定する軽費老人ホーム、同法第 29 条第 1 項 に規定する有料老人ホ





123 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律法附則第 130 条
の 2 の規定により、健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 83 号）を改正
し、現在存在する介護療養型医療施設は、廃止期限を６年間延長することとした。 
124 「療養病床の在り方等に関する議論の整理」社会保障審議会療養病床の在り方等に関
























                                                   
125 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 39




126 介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成 18 年
厚生労働省告示第 314 号）は、平成 26 年度目標値の設定について、居住系サービスのこ
の市町村における利用者数の合計数の、市町村における要介護 2 以上の認定者数に対する
割合を 37％以下にする旨を定める。 
127 江口・前掲注（14）36 頁。 
128 江口・前掲注（14）36 頁。 




























































                                                   
130 江口・前掲注（14）38 頁。 
131 増田・前掲注（12）162 頁。 
132 増田・前掲注（12）186 頁。 

















としての全時間の 2 分の 1 を超えないことという、非常に限定された枠組みでのみ可能と
なった137。しかし、介護保険制度が認めたくなくとも家族介護は現に必要とされている。一
方で、介護手当を認めてしまうことは、家族介護を促すものとして捉えられかねない。つま














張する。（東京地判平成 19 年 11 月 7 日判例タイムズ 1261 号 121 頁。）。なお、この判決
は、個別的にみれば保険診療であるものは「療養の給付」を受けられると解する。 
136 増田・前掲注（12）105 頁。 























                                                   
138 平成 16 年度末を終期とする「ゴールドプラン 21」後の新たなプランの策定の方向性、
中長期的な介護保険制度の課題や高齢者介護のあり方について検討することを目的とした



















                                                   
円として、サービスの種類に応じて地区ごとに加算する割合を乗じたものを単価とする。 
141 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚生省告示第 19
号）、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚生省告示第 20
号）、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚生省告示第
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「公法上の双務的付従的契約」であると解されていた。（大阪地判昭和 56 年 3 月 23 日判
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り方に関するものとして、「身分を証する書類の携行」（第 18 条）、「指定訪問介護の基本
方針」（第 22 条第 2 項）、「管理者及びサービス提供責任者の責務」（第 28 条）、「運営規
定」（第 29 条）、「勤務体制の確保等」（第 30 条）、「衛生管理等」（第 31 条）、「秘密保持」
（第 33 条第 2 項）、「広告」（第 34 条）、「居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止」
（第 35 条）、「苦情処理」（第 36 条第 1 項、第 3 項、第 4 項、第 5 項及び第 6 項）、事故発
生時の対応（第 37 条第 1 項及び第 3 項）、「会計の区分」（第 38 条）及び「記録の整備」
（第 39 条）がある。その他は、具体的な介護サービスの内容に関するものである。この
うち、契約の締結過程に関するものとして、「内容及び手続の説明及び同意」（第 8 条）、
「サービス提供困難時の対応」（第 9 条）、「受給資格等の確認」（第 11 条）がある。また、
締結内容として、「要介護認定の申請に係る援助」（第 12 条）、「心身の状況の把握」（第 13
条）、「居宅介護支援事業者等との連携」（第 14 条）、「法定代理受領サービスの提供を受け
るための援助」、「居宅サービス計画に沿ったサービスの提供」、「居宅サービス計画等の変
更の援助」（第 17 条）、「サービスの提供の記録」（第 19 条）、「利用料等の受給」（第 20
条）、「保険給付の請求のための証明書の交付」（第 21 条）、「指定訪問介護の基本方針」
（第 22 条第 1 項）、「指定訪問介護の具体的取扱方針」（第 23 条）、「訪問介護計画の作
成」（第 24 条）、「同居家族に対するサービス提供の禁止」（第 25 条）、「利用者に関する市
長村への通知」（第 26 条）、「介護等の総合的な提供」（第 29 条の 2）、「秘密保持」（第 33






































198 広高判岡山支部平成 20 年 4 月 25 日裁判所ウェブサイト。 
199 東京地判平成 20 年 1 月 25 日ウエストロー・ジャパン。 






















                                                   










































                                                   









る。具体的には、平成 23 年 4 月 28 日に制定された「地域の自主性及び自立性を高めるた
めの改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成 23 年法律第 37 号）第
18 条の規定による介護保険法の改正に基づく措置である。しかし、都道府県がこれを条例
で定めるにあたって、人員、設備、運営ごとに、厚生労働省令で定める基準に従うもの、
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表訪問介護注 7 に規定する厚生労働大臣が定める者等（平成 12 年厚生省告示第 23 号）の
要件を満たす者に対して、2 名の訪問介護員によってサービスを提供することにより、100
分の 200 に相当する単位によって算定される。また、減算については、別表訪問介護注 6
に規定する厚生労働大臣が定める者等（平成 12 年厚生省告示第 23 号）によってサービス
を提供することにより、100 分の 70 に相当される単位によって算定される 
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の協議に基づき、指定の拒否又は条件を付すことができる。 
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を図るために、地域ごとに保健福祉向上委員会（Health and Wellbeing Board）を設立し、各
地域の実情に応じた戦略を策定することとされた。クリニカル・ コミッショニング・グ
                                                   








（２）金融危機以降の介護を含む社会福祉（Adult Social care）の現況 






















                                                   
8 See Secretary of State for Health (2015), “Letter from Rt Hon Alistair Burt MP (15 July 2015): 
delay in the implementation of the cap on care costs”, Available at: 
<https://www.gov.uk/government/publications/delay-in-the-implementation-of-the-cap-on-care-costs 



















 1987 1992 1997 2002 2007 2009 
病 床 数 297,364 232,201 193,625 183,826 160,891 158,461 
急 性 期 病 床 127,616 112,862 107,807 108,706 101,644 100,867 
老 人 病 床 53,273 40,346 30,240 27,973 20,730 20,889 
精 神 病 床 67,122 47,308 36,601 32,753 26,929 25,503 
学習障害病床 33,421 18,519 8,197 5,038 3,147 2,809 
周 産 期 病 床 15,932 13,167 10,781 9,356 8,441 8,392 
出典：『Average daily number of available beds, by sector, England, 1987-88 to 2009-10』 Department 
of Health (2010), “Beds Time Series – 1987-88 to 2009-10”.より作成。 
 
限りある病床を有効に活用することができなければ、救急搬送に支障をきたすことにな
                                                   
9 See NHS England (2016), “Average Daily Available and Occupied Beds Timeseries”, Available at: 
<https://www.england.nhs.uk/statistics/statistical-work-areas/bed-availability-and-occupancy/bed-












2001年の 5,396件から 2005年の 1,804件に 67% 減少した。遅延退院件数の改善が証明する
ように、NHS と地方自治体が協働する枠組みは、退院の促進に関する一定の評価を得た10。 
 しかし、状況は変わりつつある。2015年 10月の一般病床（Acute）の退院遅滞日数は、10
万 4,090日であった。2010年 10月の 5万 8,362 日と比較すると、およそ 2倍近く増加した。
退院遅滞が発生した理由の多くが、地域の介護サービスの供給不足に起因するものである11。





 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
退院遅滞総日数 113,246 116,878 116,881 123,852 142,927 160,094 
一 般 病 床 58,362 64,459 70,875 78,487 96,564 104,090 
そ の 他 病 床 54,884 52,419 46,006 45,365 46,363 56,004 
出典：『Delayed Transfer of Care, NHS Organisations, England, August 2010 - December 2015』 
NHS England (2016), “Delayed Transfers of Care”より作成。 
 
                                                   
10 井上恒男「病院ケアから地域ケアへ―英国の高齢者退院促進政策に学ぶ―」同志社政策
科学研究 10巻 2号（2008）113頁-125頁。 
11 See NHS England (2016), “Statistical Press Notice-Monthly Delayed Transfers of Care Data, 
England, December”, Available at: <https://www.england.nhs.uk/statistics/statistical-work-








止まる。52 万件の申請は、「提供できるサービスがない」 “No services provided” と分類さ
れ、全体の 28％を占めている。また 57万 5,000件の申請は、「他の支援を案内」 “Signposted 







を目的とした Better Care 基金（Fund）の活用を推奨している。Better Care 基金は、保健省







けることが条件となる16。特に基金のうち 10 億ポンドは、緊急入院（Emergency hospital 
                                                   
13 Health and Social Care Information Centre (2015), “Community Care Statistics, Social Services 
Activity, England - 2014-15”, Available at: 
<http://content.digital.nhs.uk/catalogue/PUB18663/comm-care-stat-act-eng-2014-15-rep.pdf> 
(accessed 01/2017). 
14 See Richard Humphries et al. (2016), “Social care for older people -Home truths”, The King’s 
Fund. 




16 Department of Health, the Department for Communities and Local Government (2016), “Better 




admissions）の減少件数によって配分が決まる仕組み（Payment for performance）である。 
当初、英国政府は、Better Care 基金を 38億ポンド相当の規模になると公言していたが17、
最終的には 53 億ポンドにまで拡大する見込みである。このうち、19 億ポンドは NHS から
拠出されるため、英国政府は、地方自治体に対する資金の移転と同様のものとして捉えてい






















                                                   
_Framework_2016-17.pdf> (accessed 01/2017). 
17 HM Treasury (2013), “Spending Round 2013”, Cm 8639, Para 1.30. 
18 See National Audit Office (2014c), “Planning for the Better Care Fund”, HC 781, Para 2.4.  
19 Id., Para 3.8. 























                                                   
21 英国が EUから離脱し、入国管理を厳格化することは、人口推計に少なからぬ影響を与
える恐れがある。しかし、その影響は未知数のため、ここでは考慮しないこととする。 
22 Public Health England (2016), “Recent Trends in Life Expectancy at Older Ages: Update to 
2014”, Available at: 
<https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/499252/Recent_tren
ds_in_life_expectancy_at_older_ages_2014_update.pdf> (accessed 01/2017). 








 2014 2019 2024 2029 2034 2039 
英 国 64,600 66,900 69,000 71,000 72,700 74,300 
15 歳以下人口 12,200 12,700 13,100 13,100 13,200 13,200 
生産年齢人口 40,000 42,000 43,000 44,200 44,300 44,600 
老齢年金対象人口 12,400 12,200 13,000 13,600 15,200 16,500 
       
イ ン グ ラ ン ド 54,300 56,500 58,400 60,200 61,800 63,300 
15 歳以下人口 12,153 12,741 13,105 13,118 13,188 13,219 
生産年齢人口 40,022 41,993 42,981 44,240 44,293 44,585 
老齢年金対象人口 12,421 12,193 12,950 13,631 15,240 16,480 
ウ ェ ー ル ズ 3,100 3,100 3,200 3,200 3,300 3,300 
15 歳以下人口 555 564 572 569 572 567 
生産年齢人口 1,868 1,923 1,932 1,956 1,919 1,899 
老齢年金対象人口 669 653 683 706 771 814 
スコットランド 5,300 5,400 5,500 5,600 5,700 5,700 
15 歳以下人口 911 922 931 926 929 924 
生産年齢人口 3,377 3,478 3,492 3,525 3,457 3,419 
老齢年金対象人口 1,059 1,028 1,092 1,145 1,273 1,359 
北アイルランド 1,800 1,900 1,900 2,000 2,000 2,000 
15 歳以下人口 384 396 399 388 379 373 
生産年齢人口 1,144 1,188 1,202 1,224 1,208 1,196 
老齢年金対象人口 313 310 338 363 413 453 
出典：National Statistics (2015), “2014-based National Population Projections”より作成。 
 
※老齢年金対象人口とは、Pensions Act 2014に基づく老齢年金の受給対象年齢（State Pension 
Age）以上の人口をいい、男女共に段階的に 68 歳まで引き上げられる予定である。具体
的には、2014年から 2018年にかけて、女性は 62歳から 65歳に、2019 年から 2020年に







体の平均年齢は、2014年時点で 42.2歳であり、1994年から 2014年にかけて 6歳上昇した。









 1994年 2014年 
増加（歳） 
人口 平均年齢 人口 平均年齢 
EU-28 480,700,00 36.2 506,824,500 42.2 6.0 
ド イ ツ 81.206.000 38.0 80,767,500 45.6 7.6 
フランス 57.991.000 35.6 65,835,600 40.8 5.2 
イタリア 57.119.000 38.2 60,782,700 44.7 6.5 
英 国 57.736.000 36.2 64,308,300 39.9 3.7 
出典：『Table 1: Demographic balance, 2013 (thousand)』  European Commission (2015), 
“Demography Report- Short Analytical Web Note 3/2015”. より作成。 
 
 人口の年齢別構成割合から確認できることは、EU 諸国では、ドイツが 14 歳以下の割合
が最も低く、イタリアが 65歳以上の割合が最も高いことである。また、フランスは、従属
年齢の割合（15-64 歳人口に占める 14歳以下及び 65歳以上の人口の割合）が最も高い。 
一方、英国は、14歳以下の割合がフランスに次いで高く、65歳以上の割合は、一千万以
上の人口を要する 4か国のうちでは最も低い。しかし、１人暮らしの割合自体が低いにもか
かわらず、このうち 65 歳以上の占める割合は、EU 全体の平均値 41.8％を上回る 46％であ
                                                   
24 European Commission (2015), “Demography Report- Short Analytical Web Note 3/2015”, 







 人口 14歳以下（％） 15-64歳（％） 65歳以上（％） 
EU-28 506,824,500 15.6 66.0 18.5 
ド イ ツ 80,767,500 13.1 63.4 20.8 
フランス 65,835,600 18.6 63.4 18.0 
イタリア 60,782,700 13.9 64.7 21.4 
英 国 64,308,300 17.6 64.9 17.5 
出典：『Table 4: Population age structure by major age groups, 1 January 2014』  European 








                                                   
25 Eurostat (2015), “People in the EU: who are we and how do we live? - 2015 edition”, 




  1960 1980 2000 2020 2040 2060 
EU＋4 31.5 32.4 37.1 42.2 46.3 47.2 
ド イ ツ 34.8 36.6 39.8 47.8 50.4 50.8 
フランス 33.0 32.2 37.3 41.4 43.6 44.5 
イタリア 31.2 34.0 40.1 46.2 49.3 50.2 
英 国 35.6 34.3 37.5 39.9 41.8 42.3 
出典：『Table 1: Median age on 1 January of selected years』 Giampaolo LANZIERI (2011), “The 
greying of the baby boomers - A century-long view of ageing in European populations”. より作成。 
 














                                                   
26 Giampaolo LANZIERI (2011), “The greying of the baby boomers - A century-long view of ageing 





 1960 1980 2000 2020 2040 2060 
EU＋4 9.6 12.5 14.5 19.1 25.6 29.3 
ドイツ 11.5 15.7 16.2 23.0 31.7 32.8 
フランス 11.6 14.0 15.8 20.2 25.6 26.6 
イタリア 9.3 13.1 18.1 22.3 29.8 31.7 
英国 11.7 14.9 15.8 18.7 23.2 24.5 
出典：『Table 3: Percentage of population aged 65 years and over on 1 January of selected years』 
Giampaolo LANZIERI (2011). より作成。 
  
（ウ）介護需要の将来予測 














                                                   
28 Raphael Wittenberg and Bo Hu (2015), “Projections of demand for and costs of social care for 
older people and younger adults in England, 2015 to 2035”, Personal Social Services Research 




 2015 2020 2025 2030 2035 
日常生活に支障 
を 有 す る 者 
2.89 3.25 3.69 4.22 4.77 
特 に 介 護 を 
要 す る 者 
1.15 1.30 1.49 1.73 1.99 
介護サー ビス利用者 0.6799 0.7658 0.882 1.0321 1.1951 
ダイレクト・ペイメント 0.0455 0.0508 0.0569 0.0663 0.0744 
在 宅 等 介 護 
（公的受給者） 
0.2113 0.2390 0.2809 0.3357 0.3937 
在 宅 等 介 護 
（自己負担者） 
0.0939 0.1049 0.1155 0.1300 0.1395 
施 設 介 護 
（公的受給者） 
0.1721 0.1871 0.2084 0.2281 0.2571 
施 設 介 護 
（自己負担者） 
0.1571 0.1840 0.2203 0.2720 0.3304 
出典：『Figure 1 Projected number of disabled older people in England 2015-2035』and『Table 1: 
Projected number of older people using social care, 2015-2035, England, under base case assumptions, 
in thousand persons』Raphael Wittenberg and Bo Hu (2015) “Projections of demand for and costs of 















 2015 2020 2025 2030 2035 
総 支 出 16.2 20.1 25.7 33.1 42.4 
対 G D P 比 1.02% 1.13% 1.29% 1.47% 1.68% 
公 的 支 援 6.9 8.4 10.7 13.6 17.5 
在 宅 等 介 護 2.6 3.3 4.4 5.5 6.8 
施 設 介 護 3.2 3.8 4.6 5.5 6.8 
ニ ー ズ 評 価 1.1 1.3 1.7 2.1 2.7 
公的利用者負担 2.5 3.0 3.5 4.2 5.0 
自 己 負 担 6.8 8.7 11.4 15.4 19.9 
出典：『Table 2: Projected expenditure on social care for older people, 2015-2035, England, under 
base case assumptions, in £bn at constant 2015 prices』and『Table 3: Projected net public expenditure 
on social care for older people, 2015-2035,England, under base case assumptions, in £bn at constant 





ら、過去 10 年におけるイングランドとウェールズ地域の高齢者人口の推移を確認したい。 
 
（エ）過去 10年の高齢者人口の変容とその影響 
イングランドとウェールズ地域における 2011 年の 65 歳以上の人口は、約 920 万人であ
り、総人口に占める割合は 16％である。2001 年の約 830万から約 100万人増加したが、総
人口に占める割合は同程度である。このうち、85歳以上の人口は、約 125万人であり、2001
年の 101万人から 25％程度増加した。特に男性の平均余命の伸長が大きな影響を与えた。 
一方、65歳以上の者が世帯主となる世帯数は、約 610万世帯であり、総世帯数の約 26％
を占める。なお、65 歳以上の人口の約３割は一人暮らしであるが、第二次世界大戦によっ
て生じた寡婦の減少等により 2001年の 34％から減少している。また、このうち 460万世帯








 持ち家 抵当権付き 公営住宅 民間賃貸 その他 
6 5‐ 7 4 歳 69 11 14 4 2 
7 5‐ 8 4 歳 70 7 17 4 2 
8 5 歳以上 64 5 22 4 4 
出典：『Figure 8: Percentages of older age group populations living in private households, 
2011,England & Wales』 National Statistics (2013), “What does the 2011 Census tell us about the 








所得の格差は 1977年の 3.2倍から 3.8倍にまで拡大しており32、高齢期の所得保障は厳しさ
を増している。 
他方、生涯に亘る資産形成状況については、男性は 45歳から 64歳までの層が最も高く、
総計して 8,090億 1,600万ポンドに達する33。これに対して、女性は 65歳以上の層が最も高
く、総計して 6,344 億 6700 万ポンドに達する。65 歳以上の平均的な保有資産額は、27 万
                                                   
29 National Statistics (2013), supra note 23, P10. 







32 最も所得の格差が拡大したのは 1991年の 4.8倍であり、これ以降、縮小傾向にある。 











  2001年 2011年 差 
6 5 歳 以 上 290（ 3.5％） 291（ 3.2％） 1（－0.3％） 
8 5 歳 以 上 164（16.2％） 172（13.7％） 8（－2.5％） 
出典：『Table 3: Changes in the resident care home population of men aged 65 and over in England 
and Wales, 2001 to 2011』National Statistics (2014), “Changes in the Older Resident Care Home 
Population between 2001 and 2011”. より作成 
 
人口に占める入所者の割合が低下していることを説明する主な要因は、家族等による介






2.7倍、男性は 2.4倍も、「健康状態が悪化」 “「Not Good」Health” していると回答して
いる。介護者の健康状態の悪化は、要介護者の状態の悪化にもつながり、共倒れの危険性
を孕んでいる。 
                                                   
34 See National Statistics (2014), “2011 Census analysis: Unpaid care in England and Wales, 2011 

























【表１２】実質 GDP の推移（単位：百万ポンド，第 2四半期） 
 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
実 質 G D P 420,031 396,514 403,217 409,994 414,099 423,282 436,128 446,446 
前 期 比 -0.6 -0.2 0.8 0.3 -0.2 0.6 0.8 0.6 
前年同期比 1.2 -5.6 1.7 1.7 1.0 2.2 3.0 2.4 
出典：National Statistics (2015), “Time series related to Gross Domestic Product (GDP)”. より作成。 
 
この間、英国政府は、2008年 11月に総額 200 億ポンドを超える規模の経済対策を実施す
ることを公表した37。この経済対策の実施のため、1998年以降順守してきた、景気循環を通
じた二つの財政規律（Code for Fiscal Stability）を保留することにした。二つの財政規律とは、
公的部門の借入を投資目的に限定し、人件費等の経常的歳出は税収等の経常的歳入により
賄うこととした「ゴールデン・ルール」（Golden rule）と公的純債務残高の対 GDP 比を 40％
以下の水準で推移させる「サステナブル・インベストメント・ルール」（Sustainable investment 
                                                   
36 財務省財政制度等審議会「海外調査報告書」（平成 26年 7月公表）47頁。 
37 HM Treasury (2015a), “Pre-Budget Report November 2008 -Facing global challenges: 








もともと労働党政権下では、2000 年以降に公的機関の支出総額が GDP に占める割合は拡
大しており、2009 年度には約 47％にも達した。 
したがって、安定的な経済成長と並行して、財政再建は、2010 年 5 月に誕生した保守党
と自由民主党の連立政権が最初に取り組まなければならない課題であった。 
【表１３】公的債務残高の推移（単位：10 億ポンド） 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 
歳 入 総 額 360 384 400 402 426 456 489 525 
歳 出 総 額 349 369 392 423 460 496 535 562 
財 政 赤 字 -11.2 -15.6 -7.3 20.3 33.4 39.6 46.4 36.5 
公的債務残高 360.2 327.6 328.7 357.7 393.6 451.5 496.2 532.2 
対 GDP 比 34 30 29 30 32 34 35 36 
 
 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
歳 入 総 額 550 566 528 563 593 600 619 639 
歳 出 総 額 591 640 680 706 707 726 720 738 
財 政 赤 字 40.8 74.3 152.2 142.3 114.4 126.3 100.6 98.0 
公的債務残高 569.9 695.0 887.2 1082.7 1181.7 1288.4 1389.6 1489.6 
対 GDP 比 37 49 62 69 72 76 78 80 
出典：National Statistics (2015), “The debt and deficit of the UK public sector explained”, and, 
“Summary of Public Sector Finances, November 2015”. より作成。 
 
（イ）財政再建と歳出削減 
2010年 10月に発表された「歳出計画」（Spending Review 2010）38では、GDP に占める公


























権が発表した Spending Review 2010 は、2011年から 14年までの 4 年間、つまり次期の下
院議員選挙までの期間を対象としている。 
39 HM Treasury (2010), “Spending Review 2010”, Cm 7942, Para 5. 




 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 2014-15 
総 管 理 歳 出 
Total managed expenditure 
707,118 706,577 720,856 722,348 735,533 
公 的 部 門 経 常 支 出 
Public sector current expenditure 
634,115 641,810 650,700 660,004 668,645 
経常的省庁別歳出限度額 
Resource DEL 
346,072 340,984 338,555 338,731 333,629 
経常的省庁別各年度管理歳出 
Resource departmental AME 
167,242 250,628 260,090 289,095 253,676 
経常的その他各年度管理歳出 
Resource other AME 
120,800 50,198 52,055 32,178 81,340 
公 的 部 門 投 資 的 支 出 
Public sector gross investment 
73,003 64,767 70,156 62,344 66,888 
投資的省庁別歳出限度額 
Capital DEL 
49,816 42,338 38,961 41,664 44,985 
投資的省庁別各年度管理歳出 
Capital departmental AME 
3,764 2,525 3,589 -6,211 5,667 
投資的その他各年度管理歳出 
Capital other AME 
23,187 22,429 31,195 20,680 21,903 
出典：『Table 1.1 Total Managed Expenditure, 2010-11 to 2015-16』HM Treasury (2015), “Public 











地方自治体向けの補助金は、使途を限定させる政策目的型（Ring fencing）の Personal 
Social Services基金（grant）として交付されたものを、一般補助金（Local government 
                                                   
41 HM Treasury (2013), supra note 17, Para.1.6. 世帯給付に上限（Household benefit cap）を設
けるとともに、普遍的給付（Universal Credit）制度の導入等により、2014年度までに 180
億ポンドを、2015年度にさらに 36億ポンドを削減することになった。 
























は、「より高い賃金、より低い税負担と福祉給付46」 “higher wages, lower taxes and lower 
welfare” を標榜しており、具体的には就労世代を対象とした手当の凍結等の制度改正によ
って、2020年までに 120億ポンドを削減する見通しである47。さらに社会福祉手当関連支
                                                   
43 Id., Para 2.41. 
44 HM Treasury (2015c), “Spending review and autumn statement 2015”, Cm 9162, Para 1.27. 
45 HM Treasury (2014), “Budget 2014”, HC 1104, Table 1.2. 
46 HM Treasury (2015c), supra note 44, Para 1.5. 
47 HM Treasury (2015b), “Summer Budget 2015”, HC 264, Para.1.136. 120 億ポンドの削減は、
就労世帯の給付及び地方住宅手当（Local Housing Allowances）の 4年間の凍結、公営賃貸




出に上限額（Welfare cap）を新たに設定するとともに、全国生活賃金（National Living 























                                                   
48 Id., Para.1.117. 
49 Id., Para.1.69. 福祉関係の現金給付関連予算の新たな削減見通しのため、予算責任局
（Office for Budget Responsibility）が「2014年秋の予算編成方針」（HM Treasury, (2014) 
“Autumn Statement 2014”, Cm 8961, London: The Stationery Office）によって設定した上限額
（Welfare cap）は、年度ごとにことなるが、2020年度には 1,149億ポンドに収めるよう改
められた。なお、変動枠（Forecast margin）として 2％以内の超過は認められる。 
50 HM Treasury (2015c), supra note 44, Para 1.46. 
51 Id., Para.1.97. 




















 2015-16 2016-17 2017-18 2018-19 2019-20 
一般補助金 11,500 9,600 7,400 6,100 5,400 
自 主 財 源 28,800 29,000 31,500 33,600 35,100 
合 計 40,300 38,600 38,900 39,700 40,500 
出典：『Press release : Local government funding at the Spending Review 2015』 Department for 





                                                   
場合、20億ポンドの予算が確保されると見込まれる。これは、高齢者を対象とした 5万人
以上の介護施設入所者又は 20万人以上の在宅介護受給者に匹敵する。 
53 Id., Para 1.108. 






































まず、最初にスコットランドでは、Community Care and Health (Scotland) Act 2002 の制定
によって、イングランドとは対照的に、高齢者の介護費用の無料化（Free personal care）を
標榜している。介護費用の無料化を可能にしたのは、1997年の住民投票の結果により、ス









2014年に制定されたSocial Services and Well-being (Wales) Act 2014 は、イングランドを主な
対象としたCare Act 2014と基本的な目的を共有するものである。しかし、同法は、介護を
含む社会福祉の分野において、初めてイングランドから完全に分離された立法として位置
づけられる。最も大きな相違は、Care Act 2014 が成人のみを対象とするのに対して、同法
は、子どもを含めていることである。このことを可能にしたのは、スコットランドとは異
なり、段階的に一定の制約のもとで立法の制定権限が移譲されたことにある。 
ウェールズでは、Government of Wales Act 1998 による住民投票の結果に基づき、1999年




（Executive devolution）と呼ばれた。しかし、Government of Wales Act 2006 の制定によ
り、限定された分野のみの立法権限（Assembly Measures）が付与されたが、法案ごとに英
国議会の同意を必要とした。その後、2011 年3月に実施された住民投票の結果に基づき、
































                                                   









【表１６】英国公的機関等の総支出：2010 年度から 2014年度まで（単位：百万ポンド） 
 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 2014-15 
中 央 政 府 526,446  534,255  555,373  557,986  568,958  
地 方 政 府 178,893   173,685  169,949  169,541  170,681  
そ の 他 9,479  7,365  7,553 7,363 8,260  
中央銀行引受 -7,700 -8,728   -12,019   -12,542   -12,366  
合 計 707,118 706,577  720,856  722,348  735,533  
出典：『Table 1.15 Total Managed Expenditure by spending sector, 2010-11 to 2014-15』 HM Treasury 






































 三点目として、ロンドン地域では、32の特別区（London borough）とシティ（City of London）
によって、ほとんどの行政サービスが賄われている。しかし、これらの地域を管轄するより
広域的な自治体として、特別法である Greater London Authority Act 1999 に基づき、大ロンド
ン市（Greater London Authority）が設けられている。大ロンドン市は、もっぱらロンドン全
域の公共交通、都市開発等の企画調整を行っているが、別に５つの実務的な機関（Functional 
                                                   




58 Localism Act 2011 第 1 項の規定により、地方自治体は、個人が一般的になしうる全ての














                                                   
59 大ロンドン市の実務的な機関は、ロンドン市長公安室（Mayor’s Office for Policing and 
Crime）、ロンドン消防・危機管理計画局（London Fire and Emergency Planning Authority）、
ロンドン交通局（Transport for London）、ロンドン・オリンピック・レガシー開発公社
（London Legacy Development Corporation）及びオールドオーク・パークロイヤル開発公社
（Old Oak and Park Royal Development Corporation）に分けられる。 
120 
 
【表１７】イングランドの地方自治体の数と規模（2014年 4月 1日現在） 
  地方自治体 行政区（Parish） 
  数（%） 人口（百万）（%） 数（%） 
非大都市圏 349（79） 33.8（63） 8,572（97） 
大 都 市 圏 56（13） 11.6（22） 231（3） 
ロ ン ド ン 39（9） 8.4（16） 2（<1） 
合 計 444 53.9 8,805 
出典：『Table 1.3a: Size of local government at 1 April 2014 - England』 Department for Communities 

































教 育 ○ ○  ○ ○  ○ 
道 路 管 理 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
交 通 計 画 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
公 共 交 通  ○  ○  ○  
社 会 福 祉  ○ ○  ○ ○  ○ 
住 宅 ○ ○ ○  ○  ○ 
図 書 館 ○ ○  ○ ○  ○ 
余暇・娯楽 ○ ○ ○  ○  ○ 
環 境 衛 生 ○ ○ ○  ○  ○ 
ご み 収 集 ○ ○ ○  ○  ○ 
ご み 処 理 ○ ○  ○ ○  ○ 
建 築 申 請  ○ ○ ○  ○  ○ 
長 期 計 画 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
警 察      ○ ○  
消防・救急    ○  ○  
課 税 収 納 ○ ○ ○  ○  ○ 
出典：『Table 1.2a: Local authority responsibility for major services in England』 Department for 
Communities and Local Government (2015). より作成。 
 



























また、経常歳入会計は、さらに一般経常会計（General fund revenue account）、住宅会計








 2009-10 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 
経常歳入会計 146,494 146,408(R) 139,455(R) 134,862 136,792 
一般経常会計 138,541 138,233  130,697  127,247 128,940 
住 宅 会 計 4,326 4,278 4,535 4,089 4,236 
商 業 会 計 903 838 815 791 773 
そ の 他 2,724 3,060 3,408 2,736 2,842 
資 本 会 計 21,362 23,146 20,032 18,931 19,662 
そ の 他 581 393 403 223  168 
合  計 168,437 169,947(R) 159,891(R) 154,016 156,622 
収  入 162,250(R) 165,207(R) 159,643(R) 155,306 157,554 
欠  損 -6,187(R) -4,740 -248 1,290 932 
出典：『Table 1.5b: Summary of expenditure and income (excluding double counting of flows), 
England 2010-11 to 2013-14』 Department for Communities and Local Government (2015a), “Local 
Government Financial Statistics England No.25”. より作成。 
【表２０】イングランド地域の地方自治体の歳入総額（単位：百万ポンド） 
 2009-10 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 
地 方 税 等 47,024 47,328 47,899 48,771 57,319 
うち 
地 方 税 25,633 26,254 26,451 26,715 23,371 
事 業 所 税 － － － － 10,719 
手 数 料 等 12,859(R) 12,597 11,991 12,201 12,695 
政府補助金等 102,961(R) 107,341 101,800 97,692 90,982 
うち 
歳入支援金 4,501 3,122 5,873 448 15,175 
事業所税交付金 19,515 21,517 19,017 23,129 － 
そ の 他 12,272 10,535(R) 9,995(R) 8,842 9,253 
合  計 162,250(R) 165,207(R) 159,643(R) 155,306 157,554 
補助金等依存度 63% 65% 64% 63% 58% 
出典：『Table 3.2a: General fund revenue account: outturn 2009-10 to 2013-14 and budget 2014-


















方自治体に譲与されることになった。しかし、2012 年 12 月に制定された Local Finance 







の伸び率を制限する性格のものであったが、Local Government Act 1999 の制定によって、税
の増加率に上限を設定するものに変わった61。2010年の緊急予算の中で、地方自治体に奨励
                                                   
60 地方税（Council Tax）の課税にあたって、評価された資産は、8つの価格帯（Bands）に




61 Local Government Act 1999 第 30条及び附則第 1条の規定により、財政年度ごとに、地










 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 2014-15 
地 方 税 26,254 26,451 26,715 23,371 23,964 
事 業 所 税 － － － 10,719 11,331 
財 源 割 合 25.2% 26.6% 28.4% 35.4% 36.8% 
政府補助金 57,657 56,237 46,765 64,578 61,312 
うち 
特定補助金 45,750 45,502 41,820 41,760 40,805 
事業所税交付金 21,517 19,017 23,129 － － 
中央政府依存度 75.9% 75.8% 74.2% 67.0% 63.9% 
合 計 104,256 99,278 94,148 96,419 95,943(R) 
出典：『Table 5: Financing of revenue expenditure, England, since 2010-11』Department for 
Communities and Local Government (2015b), “Local authority revenue expenditure and financing in 
England: 2014 to 2015 final outturn”. より作成。 
 
※１ 政府補助金には、地方サービス支援金（Local Services Support Grant）、特定補助金
（Specific grants inside AEF）、 歳入支援金（Revenue Support Grant）及び警察補助金（Police 
Grant）が含まれる。2013年度以降、特定補助金には、公衆衛生補助金（Public health grant）、
地方税支援金（Local council tax support grant）及び事業所税交付金（Central share of non-
domestic rates）が含まれる。 
※２ 特定補助金は 2011年度の 455億ポンドから 2012年度に 418 億ポンドに減額された。
主に Dedicated Schools Grant の減少であり 326億ポンドから 301 億ポンドに減額した。 
※３ 地方税には、2013年度以降、地方税支援金（Local council tax support grant）が含まれ
なくなり、政府補助金に移管された。  
                                                   




























                                                   
63 National Audit Office (2014a), “The Impact of Funding Reductions on Local Authorities”, Para.1, 
Available at: < https://www.nao.org.uk/wp-content/uploads/2014/11/Impact-of-funding-reductions-
on-local-authorities.pdf> (accessed 01/2017). 
64 Local Government Association (2013), “The story so far”, P13. 
65 National Audit Office (2014b), “Financial sustainability of local authorities 2014”, HC 783, 
Para.1.4. 2010年の「歳出計画」（spending review）では、2014年度までに約 26％の削減目
標を掲げていたが、さらに 2013年度予算において 1%を、加えて 2013 年の「歳出計画」
において 2015年度に 10%の削減を行うことを表明した。 






























                                                   
67 Id., Para 1.13. 
68 Id., Para 1.11. 
69 Id., Para 1.26. 




 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 2014-15 
教 育 45,283 40,219 37,134 35,881 34,477 
道路・交通 5,669 5,381 4,823 4,795 4,537 
社 会 福 祉 21,062 21,160 21,136 21,480 22,587 
うち 
18歳未満 
6,654 6,423 6,612 6,915 8,091 
18歳以上 14,408 14,738 14,524 14,565 14,496 
保 健 衛 生 － － － 2,508 2,737 
住 宅 21,032 21,868 22,744 23,007 22,965 
文化・環境等 10,676 9,742 9,407 9,176 8,915 
警 察 11,948 11,650 11,337 10,920 10,889 
消防・救急 2,165 2,118 2,119 2,089 2,045 
庁 舎 管 理 3,608 3,342 3,412 2,845 3,068 
そ の 他 -267 -267 -193 146 157 
差 額 調 整 64 6 22 39 28 
合 計 121,240 115,219 111,941 112,885 112,404(R) 
出典：『Table 3.2a: General fund revenue account: Outturn 2009-10 to 2013-14 and budget 2014-15 
(a)』Department for Communities and Local Government (2015a), “Local Government Financial 
Statistics England No.25”. より作成。ただし、2014-15年は、『Table 2: Net current expenditure 
by service, England, 2013-14 and 2014-15』Department for Communities and Local Government 





※２ 18 歳以上の社会福祉は、2011 年 4 月より NHS ではなく、保健省（Department for 
Health）から学習障害（Learning Disability）関係の補助金が直接地方自体に交付されるこ
とになったため、前年と単純に比較することはできない。なお、2011 年度に交付された
額は、およそ 12 億ポンドである。 

























2013年度の介護を含む社会福祉の歳出規模（Gross total cost）は、約 194億ポンドである。
このうち、利用者負担等を除した支出総額（Gross current expenditure）は、約 172億ポンド
であり、その半分を高齢者介護に費やしている。 
  
                                                   
71 Id., Para2.8. 




 2008-09 2009-10 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 
全 体 16,075,810 16,806,658 17,039,750 17,228,995 17,159,339 17,249,383 
6 5 歳 以 上 9,076,046 9,389,080 9,442,438 8,916,588 8,852,010 8,847,181 
ニ ー ズ 評 価 1,029,016 1,056,578 1,058,419 1,024,829 991,435 982,263 
施 設 （ 看 護 ） 1,424,831 1,421,631 1,429,692 1,381,648 1,368,758 1,414,163 
施 設 （ 居 住 ） 3,308,438 3,431,839 3,434,328 3,304,571 3,343,032 3,303,710 
施設（その他） 56,887 70,361 85,640 104,668 136,330 149,616 
ダイレクト・ペイメント 182,440 250,352 290,216 329,988 379,365 408,945 
訪 問 介 護 2,022,861 2,118,722 2,139,076 1,911,749 1,832,169 1,816,722 
通 所 介 護 381,631 377,874 359,750 313,586 287,309 268,038 
訪 問 ・ 通 所 ※ .. 2,496,597 2,498,826 2,225,335 2,119,478 2,084,760 
住 宅 改 修 141,341 140,431 148,012 144,827 154,897 153,763 
配 食 86,995 81,942 75,445 61,640 51,546 42,141 
そ の 他 285,472 278,214 255,223 225,461 194,212 203,503 
相 談 支 援 156,133 161,136 166,637 113,622 112,958 104,317 
身体障害（18-64） 1,558,652 1,646,788 1,660,955 1,576,824 1,565,210 1,589,014 
知的障害（18-64） 3,807,216 4,012,436 4,188,881 5,165,806 5,231,826 5,375,054 
精神障害（18-64） 1,161,727 1,215,307 1,218,133 1,153,455 1,134,858 1,111,597 
難 民 31,875 34,991 28,886 20,040 12,777 11,681 
統 括 ・ 管 理 57,143 59,289 61,122 48,726 54,874 50,008 
そ の 他 383,150 448,767 439,336 347,557 307,784 264,847 
出典：『Gross Current Expenditure by client type and service England, 1994-95 to 2013-14』Health 
and Social Care Information Centre, (2014), “Personal Social Services: Expenditure and Unit Costs, 

































介護費用の効率化、縮減及び利用料の増加によって、35 億 3 千万ポンドを削減したと推計
されている75。この額は、当時の社会福祉関連予算額の約 26％に相当するものであり、新た
に需要を取り込む余地がないことを示している。 
                                                   
73 Local Government Association, Association of Directors of Adult Social Services (2014), “Adult 
social care funding:2014 state of the nation report”, London: Local Government Association, P8. 
74 Id., P 9. 
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social care, health and wellbeing: A Shared Commitment”, London: Local Government Association, 
P 10. 
78 National Audit Office (2014d), “The financial sustainability of NHS bodies”, HC 722, Para 1.8. 
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note 77, P 13. 
81 Id., P 14. 
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 2008-09 2009-10 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 
新 規 申 請 者 2,041,705 2,115,185 2,159,125 2,086,500 2,076,230 2,162,825 
要ニーズ評価 1,084,430 1,089,675 1,044,895 1,003,005 967,175 994,330 
初期対応のみ 957,275 1,025,510 1,114,225 1,083,495 1,109,055 1,168,495 
ニーズ評価完了 692,645 699,195 660,530 606,790 603,250 598,905 
18 歳  –  64 歳 197,865 211,830 206,415 193,045 190,680 191,500 
6 5 歳 以 上 494,785 487,365 454,110 413,750 412,565 407,410 
出典：『Gross Current Expenditure by client type and service England, 1994-95 to 2013-14』Health 
and Social Care Information Centre (2014). より作成。 
 
【表２５】イングランド地域の地方自治体の社会福祉の動態② 
 2008-09 2009-10 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 
サービス受給者 1,781,525 1,698,005 1,574,590 1,462,290 1,328,095 1,273,280 
在宅（通所含む） 1,537,380 1,464,140 1,340,095 1,231,395 1,102,150 1,051,540 
施設（介護のみ） 222,010 214,950 213,235 213,105 209,170 204,090 
施設（看護含む） 97,045 90,220 87,610 86,440 86,710 79,885 
うち 
6 5 歳 以 上 1,215,575 1,147,695 1,064,475 991,230 895,940 853,615 
在宅（通所含む） 1,015,975 957,585 872,825 802,280 711,730 672,085 
施設（介護のみ） 172,980 167,435 166,820 166,930 164,220 160,745 
施設（看護含む） 87,490 81,670 79,465 78,475 78,925 77,300 
出典：『Gross Current Expenditure by client type and service England, 1994-95 to 2013-14』Health 


















Benefit (Requirements) Regulations 1980の制定により、生活支援を主とする介護施設の入所
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markets”, HC 1458, Para 6. 
85 See Care Quality Commission (2015), “Market Oversight of ‘difficult to replace’ providers of 
adult social care: Guidance for providers”, P4, Available at: 
<https://www.cqc.org.uk/sites/default/files/20150327_market_oversight_full_guide_providers.pdf> 
(accessed 01/2017). 
86 Peace, Sheila M (2003), “The development of residential and nursing home care in the United 
Kingdom”, P 23, In: Katz, Jeanne Samson and Peace, Sheila M. eds, “End of Life in Care Homes: a 
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90 See Care Quality Commission (2016), “THE STATE OF HEALTH CARE AND ADULT SOCIAL 
CARE IN ENGLAND 2015/16”, P 64, Available at: 
<https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/561731/State_of_Ca


























なお、地方自治体の対応策の一つとして、1990 年 NHS 及びコミュニティ・ケア法第 47 条
                                                   
（Residential home）は 13,681施設 255,289 床から 12,379施設 239,307床に減少した。一
方、看護付き施設（Nursing home）は 4,387 施設 205,375床から 4,698施設 224,754床に微
増した。また、在宅介護事業者（Domiciliary care agencies）は、5,780事業者数から 8,219
事業者数に激増した。 
91 National Audit Office (2011), supra note 84, Para 1.6. 
92 Id., Para 5. 

















が有していた。1948 年国民扶助法（National Assistance Act 1948）第 26条は、1968年の改正






地方自治体と NHS で監督権限を分担していた事態を一変させたのは、Care Standards Act 
2000 の制定によってである。同法は、介護サービスに係る全国最低基準の策定とともに、
事業者に対する登録・監査機関を一元化した全国介護基準委員会（National Care Standards 
Commission）を設置することを規定した。Care Standards Act 2000の制定によって、従前か
らサービスの提供・購入・監査を一手に担っていた地方自治体は、監査分門から手を引くこ
                                                   









その後、全国介護基準委員会は、Health and Social Care Act 2003の制定によって、社会福
祉監督委員会（Commission for Social Care Inspection）に組織が改変され、地方自治体の社会
サービス部門の評価を新たに担うことになった。また、保健医療委員会（Healthcare 
Commission）が設置されることにより、医療分野の監督等を担うことになった。なお、精神


















                                                   
95 岩間大和子「イギリスにおける介護・福祉サービスの質保障のための政策の展開」レフ
ァレンス 657巻（国立国会図書館，2005）pp 6-37。 
96 白瀨由美香「イギリスの社会的ケア事業者の登録・監査・評価制度－『ケアの質委員
会』による質の保証の意義と課題－」季刊社会保障研究 48巻 2号（2012）pp 175-185。 











大きな介護サービス事業者の一つである Southern Crossが倒産した事件だった。 
 2011年当時、Southern Crossは、イングランドで最大の高齢者向けの介護施設を経営して
いた事業者である。英国全体で 752 の介護施設を経営し、約 31,000 人の高齢者の介護を担
っていた。その最大の事業者が経営難に陥り、最終的には介護サービス市場からの撤退を余
儀なくされた。 
Southern Cross倒産の経緯を振り返ると、まず、ロンドン証券市場（London Stock Exchange）
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100 Department of Health (2012d), supra note 93, Para 54. 
101 Health and Social Care Information Centre (2014), supra note 99, Para 6.3.2.セール・アンド・
リースバックとは、所有する物件を貸手に売却し、貸手から当該物件の売買代金を賃貸料
として受ける取引をいう。 





























                                                   
103 Department of Health (2012d), supra note 93, Para 55. 
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105 Department of Health (2012d), supra note 93, Para 57. 
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めた後に売却し利益を得ることを目的とした投資ファンドをいう。 
108 National Audit Office (2011), supra note 84, Para 3.9. 
109 Department of Health (2012d), supra note 93, Annex B. 















Southern Cross Healthcare 732  38,719  Allied Healthcare Group 153  3.0%  
BUPA Care Homes 303  21,088  Carewatch  128  2.5%  
Four Seasons Health Care 353  17,955  Nestor Healthcare Group 107  2.1%  
Barchester Healthcare 203  11,786  Mears Group 101  2.0%  
Anchor Trust 96  4,265  Care UK 83  1.6%  
European Care Group  93  4,075  Housing 21 74  1.4%  
Care UK Ltd  77  3,601  Enara Community Care  53  1.0%  
Craegmoor Ltd  184  3,441  Lifeways Community Care  46  0.9%  
Caring Homes Ltd  117  3,422  City & County Healthcare 34  0.7%  
MHA Care Group  74  3,405  Sevacare  26  0.5%  











Four Seasons Health Care 510  25,964  Allied Healthcare  335  6.6%  
BUPA Care Homes  302  21,562  Carewatch  142  2.8%  
HC-One 240  12,721  Mears Group  137  2.7%  
Barchester Healthcare 216  12,704  Care UK  113  2.2%  
Care UK  132  6,710  City & County Healthcare  112  2.2%  
Orchard Care Homes  113  5,955  Lifeways Holdings 105  2.1%  
Methodist Homes 92  4,713  Housing 21  95  1.9%  
Priory Group 217  4,413  MENCAP 93  1.8%  
Anchor Trust 96  4,360  MiHomecare 93  1.8%  
European Care Group  89  4,012  Bluebird Care  70  1.4%  
合計 2,007 103,114 合計 1,295 25.5% 
※下線の事業者は、プライベート・エクイティ・ファンド（Private Equity Fund）を活用。 
出典：『Comparing the largest ten UK Registered Care Home Providers by homes and beds from 2010-
2013』and『Comparing the largest ten UK Independent Homecare Providers, from 2010-2013』Health 
and Social Care Information Centre, (2014), “Care Quality Commission: The Stability of the Care 
















しなければならない。Care Act 2014 制定前、地方自治体は、各自の判断で公的サービスの受
給基準を厳格化することによって、重度の要介護者に資源を集中することができた。地方自
治体ごとに異なる基準のあり方は、地域格差（Postcode Lottery）と呼ばれた。しかし、Care 
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112 Department of Health (2016), supra note 111, Para 11.3. 個人予算（Personal budgets）とは、
要介護者のケア・プランと連動しながら、ニーズ評価に基づいて必要と推定される額を明
らかにするものであり、個人が拠出すべき額もこここに含まれる。Care Act 2014 第 26条
の規定によって、初めて法定の制度として導入された。 
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る必要はないが、学生や年金受給者は対象から外される。したがって、この受給者が、家
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value for tax payers’ money）を有しているからである。例えば、地方自治体が介護施設と委
託契約を締結する際には、費用対効果を踏まえて成果を目に見える形で示さなければなら
ない。その際、価格は最も理解を得やすい指標となる。 
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た。加えて、1946 年 NHS 法（National Health Service Act 1946）の施行により、全国共通
の医療給付制度、いわゆる NHS が開始された。ここに英国型福祉国家の基本的な枠組み
が構築された。すなわち、国と地方自治体との間で形成された、保健医療と社会福祉の二










134 伊藤 善典「イギリスの高齢者介護費用負担制度の改革−責任と公平を巡る 17年間の議
論−」海外社会保障研究 Winter 2016 No.193、54頁。 















英国政府は、精神障害者の長期入院を解消することを目的として、『A hospital plan for 
England and Wales137』を策定し、精神病院のベッド数を 10年間で半減させることを目標に
掲げた。1970年のいわゆる Seebohm改革138は、コミュニティ・ケア政策の計画的な推進を
図るために、地方自治体の組織を改編させるものだった。Seebohm改革は、地方自治体の
社会福祉に対する責任を明確にすることを目的に、Local Authority Social Services Act 1970 
の制定を通じて、地方自治体に高齢者、児童、障害者等の福祉部門を統合した対人社会サ
ービス部（Personal Social Services）を創設させることにつながった。さらに、1972年に公
表された白書『National Health Service Reorganization―England139』に基づいて、National 
Health Service Reorganisation Act 1973 を制定し、地方自治体から公衆衛生部門（Local 





                                                   
136 平岡・前掲注（132）64頁。 
137 See Ministry of Health (1962), “A Hospital Plan for England and Wales”, Cmnd.1604. 
138 See Seebohm Report (1968), “Report of the Committee on Local Authority and Allied Personal 
Social Services”, Cmnd.3703. 






























                                                   
140 See Department of Health and Social Security (1981), “Growing Older”, Cmnd.8173. 
141 平岡・前掲注（132）67頁。 
142 前掲注（141）。 
143 See Audit Commission (1986), “Making a Reality of Community Care”, London: HMSO. 
144 See Roy Griffiths (1988), “Community Care: Agenda for Action”, London: HMSO. 
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のに、誰の子供でもないことと同様である」（Community care is a poor relation; everybody’s 


























                                                   
145 See Department of Health and Department of Social Security (1989), “Caring for People: 
Community Care in the Next Decade and Beyond”, Cm.849.  
146 Derek Wanless et al. (2006), “Securing Good Care for Older People”, King's Fund, P14, 





























                                                   
(accessed 01/2017). 
147 Royal Commission on Long Term Care for the Elderly (1999), “With respect to old age: long 
term care – rights and responsibilities”, Para 6.28. 
148 Derek Wanless et al. (2006), supra note 146, P15. 
149 Royal Commission on Long Term Care for the Elderly (1999), supra note 147, Para 4.24. 
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イ 介護費用の無料化（Free Personal Care）とその限界 
（ア）社会福祉の第三の道（Third way for social care） 
持ち家等の資産を保有しながらも年金等の収入が少ない高齢者 “Asset rich, Income poor” 
の増加によって、従来の社会福祉の観念が揺らぎ始めている150。 






英国政府は、1998 年に白書『Modernising Social services152』を公表した。この白書では、
コミュニティ・ケア改革の継続性を確認する一方で、重要な転換が試みられたとの指摘があ
る153。具体的には、この白書は「社会福祉サービスは、全ての人のものである」（Social services 
are for all of us）と明言した上で、「社会福祉の第三の道」（Third way for social care）を探求
するため、過剰な民営化（Pravatisation）と画一化（One size fit all）を見直すことを主張して
いる。さらに、予防とリハビリテーションを推進し、従来の重度の要介護者に限定した政策
の変更を示唆した。そして、Stewart Sutherlandを筆頭とする「高齢者の長期介護に関する王
立委員会」（Royal Commission on Long Term Care for the Elderly）が設置され、1999年に報告
書『With Respect to Old Age』（以下、「Sutherland 報告書」という。）が公表された。 
Sutherland報告書は、「現在の制度の本質的な部分に混乱と不確実性が存在する」と指摘し
た上で、主に二つの事項を提案した。一点目は、「長期介護（Long-term Care）に要する費用




                                                   
150 伊藤 善典『ブレア政権の医療福祉改革―市場機能の活用と社会的排除への取組み』
（ミネルヴァ書房，2006）14頁。 
151 See Labor Party (1997), “New Labor: because Britain deserves better”. 
152 See Department of Health (1998), “Modernising social services: promoting independence, 
improving protection, raising standards”, Cm.4169. 
153 Derek Wanless et al. (2006), supra note 146, P16. 
154 Royal Commission on Long Term Care for the Elderly (1999), supra note 147, Para 4.24. 
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く、むしろ「Free Personal Care」という言葉が与える印象の問題でもある点である。 
英国政府は、2000年に『The NHS Plan: The Government's response to the Royal Commission 




「登録看護師がケアを提供、委任及び監督した時間に係る費用」（Costs of registered nurse 








                                                   
172 See Department of Health (2000), “The NHS Plan: The Government's response to the Royal 
Commission on Long Term Care”, Cm 4818-II. 
173 Id., Para 2.11. 
174 Id., Para 2.9. 
175 平岡・前掲注（132）127頁。 














委員会（Health and Community Care Committee）は、介護費用の無料化の実現を支持する報
告書を公表した180。議会の意向を受けて、スコットランド地方政府は、2001年 7月に、
Care Development Groupを設立し、9月に報告書『Fair Care for Older People181』を公表し
た。この報告書は、スコットランドにおける介護の供給の枠組みを示したものであり、特







                                                   
177 Id., Appendix 1. 
178 伊藤・前掲注（134）162頁。 
179 Helen Dickinson and Jon Glasby (2006), “FREE PERSONAL CARE IN SCOTLAND”, P5, in 
Derek Wanless et al. (2006), supra note 146. 
180 See Scottish Parliament (2000), “16th Report: Inquiry into the delivery of community care in 
Scotland”, Edinburgh: Scottish Parliament. 
181 See Care Development Group (2001), “Fair Care for Older People”, Available at: 
<https://www.scotland.gov.uk/health/cdg> (accessed 01/2017). 
182 David Bell and Alison Bowes (2012), “FREE PERSONAL CARE IN SCOTLAND, (ALMOST) 10 
YEARS ON”, P 91, in Douglas Wolf and Nancy Folbre ed., “Universal Coverage of Long-Term Care 
in the United States -Can We Get There from Here?”, PP 79 - 102, Russell Sage Foundation, 
Available at: <https://www.russellsage.org/publications/universal-coverage-long-term-care-united-


















コットランド地方政府から 1週間あたり一律 145ポンドに加えて 65ポンドが追加される








                                                   
183 Helen Dickinson and Jon Glasby (2006), supra note 179, P 6. 
184 David Bell and Alison Bowes (2012), supra note 182, P 93. 
185 Community Care and Health (Scotland) Act 2002 第 1条第 1項の規定（Regulations as 
respects charging and not charging for social care）は、地方自治体が対人介護（Personal care）
を提供した場合、これに係る利用者負担を課すことを禁じている。 
186 Helen Dickinson and Jon Glasby (2006), supra note 179, P 9. 
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190 See Department of Health (2005), “Independence, Wellbeing and Choice: Our vision for the 
future of social care for adults in England”, Cm. 6499. 
191 Id., Para 2.3. 
192 Id., Para 3.1. 
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祉を例外的な場合に提供される「公的支援」 “Formal Models” と恒常的に担われる「家族
介護」“Informal Care” に区別した上で、後者を社会の基礎的価値を占めるものとして、奨
励し推進すべきであると主張している193。 




保健医療と社会福祉の実務的な包括化を推進し、「介護と支援」 “Care and Support” に「新











これらの目標は、民間の機関である King's Fund が 2006年に Derek Wanless を筆頭として
発表した『Securing Good Care for Older People198』（以下「Wanless報告書」という。）によっ
て、結局のところ従前から繰り返された主張の焼き増しに過ぎないと批判された199。 
むしろこの白書で注目すべきは、「社会福祉は普遍的なサービスではない」（Social care is 
not a universal service）ことを明確にした点にある200。白書は、介護を含む社会福祉に対す
                                                   
193 Id., Para 3.3. 
194 See Department of Health (2006), “Our health, our care, our say: a new direction for community 
services”, Cm. 6737. 
195 Id., Para 1.5. 
196 Id., Para 1.2. 
197 Id., Para 1.3. 
198 See Derek Wanless et al. (2006), supra note 146. 
199 Id., P 20. 
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202 Derek Wanless et al. (2006), supra note 146, P 1. 
203 Id., P 58. 






大な欠陥（Significant shortfall）があること、そしてその主な原因は、財源不足（Limited funding 
and other resources）にあることを主張する205。 
高まる不満と需要の中で、介護を含む社会福祉に期待されるもの（Aims of social care）は
何か。それは、可能な限り、住み慣れた地域で介護を受けられることである。Wanless報告
書は、二段階に分けて、社会福祉の具体的な成果を評価することを提案する206。一点目は、
安全な暮らしと対人介護の充足（To Live in safety and to satisfy personal care needs）を保障す












評価等の管理費用を除いた介護のみの支出額（Care-only expenditure）は 111 億ポンドであ
る。2026年には 295 億ポンドまで増加し、対 GDP 比は 2002年の 1.3%から 2.0%に拡大する
見込みである。このモデルは、日常生活動作（Activities of daily living）を改善に要する費用
を、費用便益分析を踏まえた上で、年間最大 20,000ポンドと仮定している。Wanless報告書
では、この水準を経済的に正当化されたサービスの「ベンチマーク水準」（Economically-
justified ‘benchmark’ levels of services）と定義する208。「ベンチマーク水準」に、社会参加の向
                                                   
205 Id., P xxii. 
206 Id., P 181. 
207 Id., P 182. 




のモデルによると、総費用は、130億ポンドから 313億ポンドになり、対 GDP 比は 2002年
の 1.4%から 2.0%に増加する見込みである。 
これらの推計を基に、Wanless報告書は、現在の仕組みでは、経済的に正当化できるはず
のベンチマーク水準を達成できていないことを指摘する209。少なくとも社会が NHS と同等




















                                                   
209 Id., P 208. 
210 Id., P 222. 
211 Id., P 224. 
212 Id., P 234. 
213 Id., P 288. 
214 Id., P 277. 






象数が変わらないからである。公費が占める額は、約 62 億ポンドから増加 74 億ポンドに
増加する見込みである。次が協働型モデルである。このモデルでは、受給対象者は 150万人



















                                                   




217 Id., P 285. 





英国政府が 2009 年に公表した緑書『Shaping the Future of Care Together219』は、新たな財
源が必要なことを明らかにしている。この緑書では、NHS の対になるものとして、新たに
“National Care Service” 制度の創設を表明した。これは、必要とする「介護と支援」を、誰
もが受けることが可能となる普遍的で持続可能な制度であると説明される220。その目的は、








する平均的な費用は 30,000 ポンドと試算される223。しかし、実際には、30,000 ポンドを必











                                                   
219 See Department of Health (2009), “Shaping the Future of Care Together”, Cm. 7673. 
220 Id., P 11. 
221 Id., P 8. 
222 Id., P 9. 
223 Id., P 14. 








この緑書に引き続いて、下院議員選挙の直前となる 2010 年 3 月に、英国政府は、白書




“National Care Service” 制度とは、社会保険方式が内包する原則を取り入れながら、公正
な制度を確立し、NHSと同様の理念によって運営されるものと説明される227。具体的には、
次の六つの原則に基づくことなる。一点目は、普遍性（Be universal）であり、全国統一の受
給基準の確立を目的とする。二点目は、自己負担の無料化（Be free when people need it）で
あり、支払能力ではなくニーズに基づいたサービスの提供を目的とする。三点目は、協働性
（Work in partnership）であり、全ての関連機関が連携して応答すること目的とする。四点目
は、自己決定権の確立（Ensure choice and control）であり、自尊心を高めることに全ての価
値を置くことを意図している。五点目は、家族、介護者及び地域生活の支援（Support family, 
carers and community life）であり、介護者が潜在的な能力を十分に発揮できるように寄与す
ることを意図している。六点目は、利便性の向上（Be accessible）であり、制度の理解の促
進を図ることである。 
“National Care Service” 制度の創設は、段階的に進められるはずであった。しかし、野党
の賛同を得られなかったために、来るべき選挙の結果に左右されることになった。すでに英
国政府は、この白書の公表に先立って、在宅の重度の要介護者を対象として、介護費用の無
料化の実現を目的とした Personal Care at Home Billを議会に提出していた。さらに、受給資
格基準の全国統一化とともに、２年間介護施設に入所する者を対象に介護費用の無料化を
実現することを目標とした。これらの取組みが実現した後に、次の議会の任期中に給付対象
                                                   
225 See Department of Health (2010a), “Building the National Care Service”, Cm. 7854. 
226 Id., P 5. 





























                                                   
228 Id., PP 8-9. 
229 House of Commons Library (2013), “Social care reform: funding care for the future”, SN/ SP/ 
6391, P 5. 
230 Her Majesty the Queen and Prime Minister's Office Prime Minister's Office, 10 Downing Street 
(2010), “Queen's Speech (25 May 2010): Social Care”, Available at: 






















（イ）介護費用のキャップ制（Cap on Care Cost）の導入とその施行の延期 
連立政権の合意文書に基づき、長期介護の費用負担のあり方を検討することを目的とし
て、新たに設立された Care and Support Commission は、2011 年 7 月に報告書『Fairer Care 
Funding233』（以下、「Dilnot報告書」という。）を公表した。 
Dilnot報告書は、社会福祉と「介護と支援」の関係性について、次のように言及している。
                                                   
231 Her Majesty the Queen and Prime Minister's Office Prime Minister's Office, 10 Downing Street 
(2010), “The Coalition: our programme for government”, P 30. 
232 Conservative Party (2010), “The Conservative Manifesto 2010, INVITATION TO JOIN THE 
GOVERNMENT OF BRITAIN”, P 48, Available at: 
<https://www.conservatives.com/‾/media/Files/Manifesto2010> (accessed 01/2017). 
233 See Commission on Funding of Care and Support (2010), “Fairer Care Funding: The Report of 
the Commission on Funding of Care and Support”, Available at: 
<http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20130221130239/http://www.dilnotcommission.dh.gov.u



















改革が必要」（Urgent need of reform）であると主張する。Dilnot報告書が示した改革の方向
性は、個人と国家が公平に負担を分かち合うことを前提に、「社会福祉により多くを拠出す








                                                   
234 Id., P 4. 
235 Id., P 20. 
236 Id., P 14. 
237 Id., P 11. 
238 Id., P 8. 












ンドを、50 歳に達した者は 20,000 ポンドを、60 歳以上 65 歳未満の者は 30,000 ポンドを、
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病等の治療の結果として、必要となる介護費用を NHS から支出する仕組みである“NHS 
Continuing Health Care” の支給要件の透明性を確保することを求めている250。 
Dilnot報告書を踏まえて、英国政府は、2012年 7月に白書『Caring for our future: reforming 










最終的に英国政府は、2013 年 2 月に介護費用のキャップ制の受け入れを表明し、自己負
担上限額を 75,000 ポンドに設定することにした256。英国政府が設定した 75,000 ポンドは、




                                                   
248 Id., P 47. 
249 Id., P 57. 
250 Id., P 58. 
251 See Department of Health (2012a), “Caring for our future: reforming care and support”, Cm. 
8378. 
252 See Department of Health (2012b), “Caring for our future: progress report on funding reform, 
Cm. 8381. 
253 Department of Health (2012a), supra note 251, P 63. 
254 Department of Health (2016), supra note 112. 
255 Department of Health (2012b), supra note 252, Para 4.1. 
256 See Department of Health (2013), “Press release (11 February 2013): Landmark reform to help 
elderly with care costs”, Available at: <https://www.gov.uk/government/news/landmark-reform-to-
help-elderly-with-care-costs> (accessed 01/2017). 
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負担（Funding of long-term Care）を見直すことにあった。一方、法律的な問題とは、施設
と在宅介護の不均衡を是正するために、従来の法律の構造を見直すことによって、社会福
祉に関連する法律を現代化（Modernisation）することにあった。 
立法委員会は、2008年に報告書『Adult Social Care Scoping Report262』を公表した後に、
英国政府から最終報告書の前倒しを要請された。その理由は、2011年中に議会に法律案を
提出するためであった263。英国政府の意向を受けて、立法委員会は、法律案の草稿の作成
には関与しないこととし、2011年3月に最終報告書『Adult Social Care (LAW COM No 
                                                   
260 Law Commission は、Law Commissions Act 1965に基づいて設立された独立機関である。
その役割は、公平性（Fair）、現代化（Modern）、簡素（Simple）及び 費用対効果（As cost-
effective as possible）の観点から、各種の法律の見直しに係る草稿を提言することである。 
261 Law Commission (2011), “ADULT SOCIAL CARE (LAW COM No 326)”, HC 941, Para 1.12. 
262 See Law Commission, (2008b), “Adult Social Care Scoping Report”. 





（Establishing a unified adult social care statute）を提案している264。 










責任のもとに供給される介護と支援」（Care and support provided by local social services 










年NHS及びコミュニティ・ケア法（NHS and Community Care Act 1990）第46条第3項269に規
                                                   
264 Id., Para 3.6. 
265 Law Commission (2010), “ADULT SOCIAL CARE Consultation Paper”, Consultation Paper No 
192, P viii. 
266 Law Commission (2011), supra note 261, Para 3.2. 
267 Id., Para 1.5. 
268 Id., Para 2.2. 
269 1990年NHS及びコミュニティ・ケア法第 46条第 3項の規定は、“コミュニティ・ケ
180 
 
定するとおり、1948年国民扶助法（National Assistance Act 1948） 第3章270、1968年保健サ
ービス及び公衆衛生法（Health Services and Public Health Act 1968）第45条271、2006年
NHS法（National Health Service Act 2006）第254条272及び附則第20条並びに1983年精神保健















                                                   
ア・サービス”とは、地方自治体が、次の法律（1948年国民扶助法第 3章、1968年保健







272 2006年NHS法第 254条第 1項の規定は、地方自治体社会サービス部は、附則第 20
条に規定する条件に基づき、母親のケア、予防、ケア及び退院後のケア並びに家事援助及
びランドリー・サービスを自ら提供することができると定めている。 




































                                                   
275 Id., Para 1.3. 
276 Law Commission (2010), supra note 265, Para 7.10. 









齢、疾病、障害等を理由として（By reason of age, illness, disability or any other 
circumstances）、必要な「介護と配慮」（In need of care and attention）を欠いている場合





一方、同法第29条第1項の規定は、視覚・聴覚言語障害者（Blind, deaf or dumb）、精神





勘案することができる。地方自治体が利用者に負担を求める場合、Health And Social 








                                                   














1948 年国民扶助法の制定から約 20 年後、1968 年保健サービス及び公衆衛生法は、地方
自治体の権能を拡張することを目的として成立した。同法第 45条の規定は、地方自治体に、














一方、1946年 NHS 法（National Health Service Act 1946）第 22条の規定により、地方自治
                                                   
279 Id., Para 1.12. 
184 
 
体の公衆衛生部門（Local Health Authority）は、妊産婦（Expectant and nursing mothers）のた
めのケアを提供する義務があった。また同法第 28条の規定は、地方自治体に、予防、療養
及び後療法（Prevention of Illness, Care and Aftercare）を目的としたサービスの提供、同法第
29 条の規定は、家事援助に係る権限を付与していた。1946 年 NHS 法が地方自治体に課し










ところで、Housing (Homeless Persons) Act 1977 制定は、いわゆるセーフティ・ネットの役
割を定めた 1948 年国民扶助法の基本的な性格に変化をもたらした。旧同法第 21 条第 1 項
第 b号の規定は、もともと生活困難者等に一時的な住居施設（Temporary accommodation）の
提供を地方自治体に義務づけたものであったが、Housing (Homeless Persons) Act 1977附則に
よって、生活困窮者に対する住居の提供が地方自治体から住宅当局に移管されたため、1948
年国民扶助法第 21条の規定は、単に貧困を理由にするものではなく、介護と配慮を要件と
して（In need of care and attention）、障害者及び高齢者に施設介護を提供する義務を定めた最
も基本となる規定となった。 
他方、在宅福祉サービスの進展は、ニーズ評価を明確に位置づけることを必要とした。議
員立法によって制定された 1986年障害者（サービス、相談及び代理）法（Disabled Persons 
(Services, Consultation and Representation) Act 1986）は、障害者を対象にして、代理と評価
（Representation and Assessment）、情報提供及び相談支援（Information and Consultation）等を


























る義務（Duty of local authority to take into account abilities of carer）を負っている。同条の地方
自体に課した義務を、介護者の権利として明確化させたものが、議員立法によって制定され
た Carers (Recognition and Services) Act 1995 である。同法第 1条の規定は、1990年 NHS及
びコミュニティ・ケア法第 47 条第 1 項第 a 号に基づくニーズ評価を実施するとき、要介護
者の介護者は自身の能力を評価することを、地方自治体に求めることができると定めてい
る。しかし、同法が定める要件は、要介護者のニーズ評価の実施が前提とされる。したがっ









介護者のニーズ評価を権利として確立されたものとして、Carers and Disabled Children Act 
2000 第 1項の規定は、要介護者のニーズ評価の実施にかかわらず、介護者アセスメントを
固有の権利（Right of carers to assessment）として保障している。また、同じく議員立法によ
って制定された Carers(Equal Opportunities) Act 2004 第 1条の規定は、地方自治体に対して、
介護者に自身の権利を知らせることを義務として負うことを定める。また同法第 2 条の規









                                                   







第 3 章地方自治体サービス（ Local 
Authority Services） 
施設の提供（Provision of Accommodation） 
第 21 条 施設の提供に関する地方自治体の
義務（Duty of local authorities to provide 
accommodation） 












第 1A項 ～ 第 2項 略 







第 2B項 略 
第 3項 削除 






第 22 条  施設利用に伴う負担金の請求
（Charges to be made for accommodation） 
略 
第 23 条  提 供 さ れ る 施 設 の 管 理
（ Management of premises in which 
accommodation provided） 略 
第 24 条 . 施設の提供に係る当局の責任
（ Authority liable for provision of 
accommodation） 略 
第 25条 削除 
第 26 条 慈善団体によって管理される施設
の提供（Provision of accommodation in 
premises maintained by voluntary 
organisations） 略 
第 26A 条 特定の事例に関する同章の施設
の提供に係る権限の除外（Exclusion of 
powers to provide accommodation under 
this Part in certain cases） 略 
第 27条 削除 




arrangements for blind, deaf, dumb and 
crippled persons, etc） 
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第 2項 ～ 第 3項 削除 













第 4A項 略 
第 5条 削除 
第 6 項 次の事項に該当する場合には、
前述した規定は及ばないものとする。 
(a) 略. 
(b)  1977年 NHS法又は 1947年NHS
（スコットランド）法のもとで提供され
る必要があるサービス 
第 7項 略 
第 30 条 障害者福祉のための慈善団体
（ Voluntary organisations for disabled 
persons’ welfare）略 
第 30A条 調査（Research） 略 
第 31条 削除 
地方自治体間の財政調整（ Financial 
adjustments between Local Authorities） 
第 32条. 地方自治体間の提供される施設等
及び居住地の調整（Adjustments between 
authority providing accommodation, &c., 
and authority of area of residence） 略 
地方及び中央機関（Local and Central 
Authorities） 
第 33条 略 
第 34条 削除 
第 35条 ～ 第 36条 略 
 
○1968年保健サービス及び公衆衛生法
（Health Services and Public Health Act 
1968） 
第 45 条 地方自治体による高齢者の福祉
の増進（Promotion by local authorities, of 
the welfare of old people） 
第 1 項 地方自治体は、大臣の承認及び
指令の範囲内で、高齢者の福祉増進のた
めの手立てを講じるものとする。 
第 2項 削除 




(a) ～ (c) 略 
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第 6項 ～ 第 8項 削除 
第 9項 ～ 第 11項 略 
第 12項 削除 
 
○ 1970 年 慢 性 疾 患 及 び 障 害 者 法
（ Chronically Sick and Disable Person Act 
1970） 
第 2条 福祉サービスの提供（Provision 
of welfare services） 
























第 2項 削除 
 
○1986年障害者（サービス、相談及び代
理）法（Disabled Persons (Services, 
Consultation and Representation) Act 
1986） 
第 2項 慢性的疾患及び障害者法第 2項に
規定するサービス：障害者のニーズを考慮
する義務（Services under s. 2 of the 1970 













（NHS and Community Care Act 1990） 
第 46条コミュニティ・ケア・サービスのた
めの地方自治体の計画（Local authority 
plans for community care services） 







(b) ～ (c) 略 















(a) 1948年国民扶助法第 3章 
(b) 1968 年保健サービス及び公衆衛生
法第 45条 
(c) 2006 年 NHS 法第 254 条及び附則
20条 




めのニーズ評価（Assessment of needs for 
community care services） 









第 2 項 前項に規定するニーズ評価の際
に対象者が障害者であると判明した場合
に、地方自治体は、 









（６）新たな立法措置（Care act 2014）と従前の判例の位置づけ 
ア Care act 2014 の制定とその概要 
2012 年 7 月に、英国政府が Care and Support 法案草稿を公表し282、新法の制定に関する
英国議会の議論が本格化することになった。同年 11 月には、英国議会上下両院合同委員会
が、Care and Support 法案草稿を対象とした立法前調査の実施を開始した。そして、翌年 3
月に、上下両院合同委員会の立法前調査の結果をまとめた報告書『Draft Care and Support Bill 
Report283』が公表された。上下両院合同委員会は、この報告書の中で、Care and Support 法案
草稿に対して 107 項目の修正等を英国政府に求めた。英国政府は、報告書『The Care Bill 
explained Including a response to consultation and pre-legislative scrutiny on the Draft Care and 
Support Bill284』を公表し、上下両院合同委員会の同法案草稿に対する修正等の要求に対する
受諾の可否を回答した。立法前調査を経て、英国政府は、最終的な法案の作成に至った。 




同年 10月 30日に下院に到達し、翌年の 5月 14に Care act 2014 として制定された。 
なお、Care act 2014 は、上記の社会福祉関連の規定の他に、2005 年から 2008年にかけて




                                                   
282 See Secretary of State for Health (2012), “Draft Care and Support Bill”, Cm. 8386. この草案
には、Care act 2014 第 2章に規定されるケア（Care）の質の基準に関する部分に該当する
部分は規定されていなかった。これは、2013 年 2月に公表された Robert Francis機関によ
る Mid-Staffordshire NHS Foundation Trust事件調査報告書に基づく箇所である。 
283 See House of Commons and House of Lords: Joint Committee on the Draft Care and Support 
Bill (2013), “Draft Care and Support Bill Report”, HL Paper 143. 
284 See Secretary of State for Health (2013), “The Care Bill explained Including a response to 
consultation and pre-legislative scrutiny on the Draft Care and Support Bill”, Cm 8627. 
285 Her Majesty the Queen and Prime Minister's Office, 10 Downing Street, (2013), “Queen's 
Speech (8 May 2013)”, at pp 54-57, Available at: 
<https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/197434/Queens-
Speech-2013.pdf> (accessed 01/2017). 
286 See Mid Staffordshire NHS Foundation Trust Public Inquiry (2013), “Report of the Mid 




として、イングランド保健教育機関（Health Education England）及び保健調査機関（Health 
Research Authority）を新たに設立することを定めている。 
同法を構成する５つの章のうち、第 1章（Care and support）の規定が、介護を含む社会福
祉の新たな枠組みを定めている。以下では、第 1章の規定の概要を記述する。 
Care act 2014 第 1 条から第 7 条までの規定は、地方自治体の一般的な責務（General 
responsibilities of local authorities）定めている。地方自治体は、住民に対して必要な情報を提
供するとともに、介護と支援の包括化（Integration of care and support）、サービスの質の向上
及び供給の多様化（Diversity and quality in provision of services）を担うことになる。特に重要
となるのは、地方自治体が従うべき原則として、全て個人の福祉の向上（Individual's well-
being）に資することを定めている点である。 
次に、第 8条の規定は、ニーズの適合方法（How to meet needs）を例示している。第 8条
の規定を基本として、第 9条からから第 41条までの規定は、具体的な介護サービス等の供
給に係る手続きを定めたものである。特に介護者のニーズに対する適合義務（Meet a carer's 
needs for support）、全国共通の受給資格基準の導入（Eligibility criteria）、介護費用のキャップ
制等は、単に従前の法規範を統合するだけではなく、新たな仕組みとして導入されている。 
さらに、第 42 条から第 47 条までの規定は、地方自治体に、高齢者等の安全確保
（Safeguarding of Adults）の義務を課すことを定めている。また、第 48条から第 57条まで
の規定は、介護サービス事業者が事業を継続できなくなった場合に、地方自治体が当該事業
者の利用者が必要する介護を確保する責任を負うこと、ケアの質評価委員会が一定規模以
上の事業者を監督する義務を負うこと等を定めている。なお、第 58 条から第 80 条までの
規定は、障害児等が成人に達した場合の円滑な移行方法等の技術的な事項を定めている。こ
のうち、第 73条の規定は、介護サービス事業者が Human Rights Act 1998 の対象となること
を明記している。すなわち、介護サービス事業者の行為の違法性は、最終的には欧州人権裁
判所（European Court of Human Rights）で問われることになる。  
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ことである。保健省の通知は、Well-being原則が、国連障害者権利条約（UN Convention on 
the Rights of People with Disabilities）第 19条の規定と親和性があり、より具体化したもので
                                                   
287 Law Commission (2011), supra note 261, Para 4.16. 
288 Secretary of State for Health (2012), supra note 282, P5. 
289 Department of Health (2016), supra note 111, Para 1.2. 
290 Id., Para 1.1. 
291 Secretary of State for Health (2014), “Care Act 2014 EXPLANATORY NOTES”, Para 60. 



























                                                   
293 Department of Health (2016), supra note 111, Para 1.18. 国連障害者権利条約第 19条の規定
は、締約国に対して、障害者の自立した生活及び地域社会への包容のための効果的かつ適
当な措置をとるよう求めている。 
294 Id., Para 2.4 
295 Department of Health (2016), supra note 291, Para 67. 
296 Joint Committee on the Draft Care and Support Bill, (2013), supra note 283, Para 83. 




























                                                   
298 Department of Health (2016), supra note 111, Para 10.10. 
299 Id., Para 1.9. 
300 Id., Para 2.16 
301 Secretary of State for Health (2014) supra note 291, Para 152. 
302 Department of Health (2016), supra note 111, Para 6.17 
303 Id., Para 6.18 







介護者にとっては権利となる。同条の規定は、1948年国民扶助法第 21条第 1項及び第 2項
並びに第 29条第 1項、1968年保健サービス及び公衆衛生法第 45条第 1項、1970年慢性疾
患及び障害者法第 2条第 1項等の規定を単一の枠組みに統合したものである307。 
また、地方自治体に介護者に対するニーズへの適合の義務が生じる場合を具体的に定め





has needs for care and support）と定めるだけで、施設と在宅の区別なく、事由も問わないこ
とされる。一方、旧法の規定では、施設と在宅介護の適用対象は、それぞれ別に規定されて
いた。特に 1948 年国民扶助法第 29 条第 1 項の規定が、在宅介護の適用対象を疾患ごとに
列挙して定めていたことは、新法とは対照的である。 
しかし、Care Act 2014が定める「介護と支援」は、施設介護の適用対象を定めた 1948年




                                                   
305 Secretary of State for Health (2013), supra note 284, P 68. 














概念（Wider concept than “nursing or personal care” ）であり、家事全般から自傷行為を防ぐ
ことまでを含むが、全てをリスト化することはできないとされる310。 
したがって、「介護と支援」は、施設と在宅を区別しないため、旧法のもとで施設を対象






ップ制である。その施行は、2020 年 4 月まで延期される見通しであるが、具体的な開始時
期（Commencement）は、Care Act 2014 第 127条第 1項の規定による大臣令で定める（Secretary 
of State may by order appoint）必要があるため未定とされている311。 
 介護費用のキャップ制は、前述したとおり、Dilnot報告書が提案した仕組みを踏襲したも
のであり312、最も基本となるのは、Care Act 2014第 15条第 1項の規定である。同項の規定




                                                   
308 Law Commission (2010), supra note 265, Para 9.77. 
309 R. (on the application of M) v Slough Borough Council, [2008] UKHL 52, Para 33. ジンバブエ
からの移民であるＭが、HIV に罹患していること、住居がないことを理由に National 





310 Id., Para 32. 
311 施行が延期されている間、Care Act 2014 第 124条（Power to make transitional etc. 
provision）の規定に基づく大臣令（The Care Act 2014 (Commencement No. 4) Order 2015）第
5 条（Transitory modifications pending the commencement of section 15 (cap on care costs)）の規
定によって、他の条項において、介護費用のキャップ制に係る要件を無効化するよう一時
的な調整規定が置かれた。 




れる。介護費用が上限額に達した場合に、費用が確定された “accrued costs” として、以後
利用者負担が請求されないことになる。なお、同条第 6項の規定により、この積算額には光
熱水費等の日常生活費（Daily living costs）は含まれない。したがって、第 7項の規定に基づ
き、地方自治体は、必要があれば費用が確定された後も日常生活費を請求することができる。 
介護費用の上限額を決定する場合、英国政府は、同条第 4項の規定により、年齢層ごとに
異なった額を定めること（Specify different amounts for persons of different age groups）、また特








 なお、介護費用のキャップ制以外にも、Care Act 2014 は、より公平で明瞭な枠組みの中




方自治体に利用者負担を課す権限（Power of local authority to charge）を与えている。旧法の
規定では、1948 年国民扶助法が、施設入所者にのみ、支払い能力に応じて入所費用を徴収
することを地方自治体に義務づけていた。Care Act 2014 は、施設と在宅とを区別すること
なく、利用者負担を課すべきか否かを、地方自治体の裁量に委ねた。 
 ただし、地方自治体が費用徴収権を行使する場合には、Care and Support (Charging and 
                                                   
313 命令（Order）、規程（Rule）、規則（Regulation）等の委任立法の承認の方法には、
Legislative and Regulatory Reform Act 2006 第 15条の規定に基づき、議会の肯定的決議を必
要とする 「肯定的決議手続（affirmative resolution procedure）」と、否定的決議がなければ
成立する「否定的決議手続（negative resolution procedure）」の 2種類がある。 
314 Joint Committee on the Draft Care and Support Bill (2013), supra note 283, Para 37. 
315 Secretary of State for Health (2013), supra note 284, P 56. 
316 Department of Health (2016), supra note 111, Para 8.2. 
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Assessment of Resources) regulations 2014 に従う必要がある。そして、利用者負担の決定は、






















 一見すると、Care Act 2014 施行後も資力調査を基本とする選別主義的な構造は変わらな
いようにみえる。その構造は、NHS が前提とする普遍主義とは正反対のものである。新法
が明確にしたことは、公的な支援の対象は、低所得者に限ったものではないことである。判
例は、1948 年国民扶助法 第 21 条第 1 項の規定の性格は、生活困難者等に一時的な住居施
                                                   
317 Id., Para 8.4. 
318 例えば、保有する資産額が 18,250ポンドの場合、週あたり 16ポンドの負担となる。 
319 Department of Health (2016), supra note 111, Para 8.7. 





る権利を有するが、費用負担だけは当事者の支払能力に応じたもの（Expected to pay what they 
could, up to the full cost if they could afford it）になることを判示した321。したがって、Care Act 
2014 第 18 条第 3 項が規定するように、自己負担者の求めに応じて、地方自治体に介護の
手配義務を課したことは、判例が示した原則を明確にしたものであると考えられる。 










Healthcare” という仕組みであり、裁判で問題となるのは、“NHS Continuing Healthcare” 
の受給資格の有無である。この制度は、18歳以上の者に、NHSが単独（Solely）の責任の
下に、障害、事故又は疾病（Disability, accident or illness）を事由とした継続的な一連の医
療的処置（A package of ongoing care）を供給するものである322。例えば、退院後の療養、




れており、いわゆる一次的医療ニーズ “Primary health need” がある者でなければならな
い。そして、法は、地方自治体に対して、NHSとの重複することを避けるため、一次的医
                                                   
321 M v Slough Borough Council (2008), supra note 309, Para 14. 
322 Department of Health (2012c), “National Framework for NHS Continuing Healthcare and NHS-
funded Nursing Care”, Para 13, Available at: < 
https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/213137/National-
















ていることが、NHSからサービスを提供される “NHS Continuing Healthcare” の受給要件
となる。保健医療と社会福祉の境界線は、むしろNHSから規定されてきたことになる。 
一次的な医療ニーズを定義する法律はないが、NHS がサービスを提供する場合、
National Health Service Commissioning Board and Clinical Commissioning Groups 
(Responsibilities and Standing Rules) Regulations 2012 第21条第7項によると、看護等の保健医
療サービスを必要とする場合であって、次の二点を考慮しなければならないことが定めら
れている。一点目は、地方自治体に提供責任がある施設に付随的又は補助的なもの以上で
あること（More than incidental or ancillary to the provision of accommodation which a social 
services authority is under a duty to provide）である。二点目は、社会福祉サービスの提供に
係る優先的な責任を有する地方自治体に期待される範疇を本質的に超えること（A nature 
beyond which a social services authority whose primary responsibility is to provide social services 




                                                   










② Care act 2014 の制定が与える影響 
 結論から言えば、Care act 2014は、保健医療と社会福祉の境界線に変化が生じないよう
に極めて慎重に立案された。保健省の通知では、Care Act 2014 の制定によって、保健医療
と社会福祉の境界に係る地方自治体の責任は、変化が生じないことが明言されている324。
なぜなら、保健医療と社会福祉の境界線は、政策的に決定されてきた一方で、判例の展開




うち、保健医療サービスを除外すること（Exception for provision of health services）を定め
ている。地方自治体は、同条第1項の規定により、2006年NHS法に基づいて「必要とされ





“Quantity and quality test” と呼ぶ。「量と質のテスト」は、上述した二点の条件に従っ
て、サービスの供給量と質の両面から、地方自治体の提供責任を明らかにするものであ
る。このテストは、判例によって確立されたものであり、初めて法律に位置づけられた。 
 もっとも“NHS Continuing Healthcare” の定義を法律上に規定したものはない。保健省
は、2006年NHS法第1条の規定により、予防、診療、処置等を含めた包括的保健医療サー
                                                   





おり、“NHS Continuing Healthcare” も同条の規定に含まれていると解されている325。 








 なお、“NHS Continuing Healthcare” とは別に、Care Act 2014 第22条第3項の規定は、介
護施設において登録看護師から提供されるケアを、地方自治体の提供責任から除外するこ
とを定めている。同項の規定によって、登録看護師から提供されるケアに要する費用は、
NHSが負担することとなる。この制度は“NHS-funded nursing care” と呼ばれる。“NHS-
funded nursing care” の対象は、“NHS Continuing Healthcare” の受給資格がない者であっ
て、看護ケアを必要とする者である。具体的には、一律週112.00ポンド（2015年度現在）
が給付される。ただし、2007年10月1日以前から適用対象となっていた者は、ニーズに応
じて３段階（Low, medium and high）に評価されており、最も高い層の者は154.14ポンドの
給付を受けている。しかし、後述する判例のとおり、一次的な医療ニーズに基づく “NHS 
Continuing Healthcare” の受給資格と整合性が明確ではなかったため、現在では一律の評価
に改められている。なお、Care Act 2014 第22条第3項の規定は、旧Health and Social Care 
Act 2001 第49条の規定を置き換えたものである326。旧法の規定では、登録看護師から提供
されるケアには、ケアの計画、監督及び委任（Planning, supervision or delegation of the 
provision of care）を含むことが定められており、新法でも同様である。 
 地方自治体とNHSとの併給調整を定めたCare Act 2014 第22条第1項の規定は、1948年国
民扶助法第21条第8項及び第29条第6項の規定を置き換えたものである。1948年国民扶助法
第21条は、地方自治体に障害者、要介護者等を対象とした施設を提供する義務を課してい
                                                   
325 Department of Health (2012c), supra note 322, Para 18. 







（Authorised or required to be provided）サービスを対象としているのに対して、後者の規定





の規定を統合し、旧法に規定されていたNHS法のもとで「承認された」（Authorised to be 
provided）という文言を削除することによって、Care Act 2014 第22条は規定された。新た
に規定したCare Act 2014 第22条は、NHS法のもとで「必要とされる」（Required to be 
provided）サービスのみを適用対象外として定めた。 









（Replicated and to continue to work as before）を明確にするものであると回答した330。次
に、Care Act 2014に規定されることになった判例がいかに確立されたかを検討する。 
 
（イ）“NHS Continuing Healthcare” に関する二つの判例からの検討 
                                                   
327 Law Commission (2010), supra note 265, Para 9.66. 
328 Law Commission (2011), supra note 261, Para 11.12. 
329 Joint Committee on the Draft Care and Support Bill (2013), supra note 283, Para 57. 
330 Secretary of State for Health (2013), supra note 284, Para 79. 
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① R. vs. North and East Devon Health Authority, ex parte Coughlan331事件 
A 事件の概要 
 この事件は、重篤な障害を負っているCoughlan 婦人が、イングランド南西部に位置する









Coughlan 婦人が裁判所に司法審査（Judicial review）を求めた。 















                                                   













ら、行政機関の決定は、Human Rights Act 1998 第3条第1項の規定により、欧州人権条約












を支弁する仕組みとして明確化したものが、“NHS Continuing Healthcare” である334。 







333 Coughlan vs. North & East Devon Health Authority, (1999), supra note 331, Para 1. 












の文言は、「1997年NHS法の下で承認又は必要とされる」（Authorised or required to be 









的な要件を満たしたと考えられる範囲において（To such extent as he considers necessary to 








                                                   















が後退することは許されないこと（He cannot decline simply because social services will fill the 
gap）にも言及している337。 
 
② R on the application of Grogan v Bexley NHS Care Trust and others338事件 
A 事件の概要 
本件は、重篤な障害を負っているGrogan 婦人が、ロンドン都市に位置するベクスリー
（Bexley）区域のNHS地方当局を相手に、“NHS Continuing Healthcare” の提供を求めたも





Continuing Healthcare” の受給資格に該当しないと判断した。ただし、Health and Social 
Care Act 2001 第49条の規定に基づき、Grogan 婦人は、いわゆる “NHS-funded nursing 
care” として、登録看護師から提供されるケアのみをNHSから提供されることになった。 
                                                   
336 Id., Para 30. 
337 Ibid. 
338 See Grogan, R v Bexley NHS Care Trust & Ors [2006] EWHC 44 (Admin). 
339 See Coughlan v North & East Devon Health Authority (1999), supra note 331. 
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“NHS-funded nursing care” を受給するために、Grogan 婦人のニーズ評価を実施したとこ






破棄差し戻し。Grogan 婦人の“NHS Continuing Healthcare” の受給資格に係る評価をやり
直すために、NHS当局の決定を破棄し、差し戻しを命じる。なお、Grogan 婦人のニーズ
評価を実施する場合は、次の三点の事項を考慮に入れなければならない。一点目は、どの
評価を実施すべきかを特定することである。二点目は、旧Health and Social Care Act 2001 
第49条の規定の適用に先立って、法的な観点から地方自治体が看護ケアを供給することが
できるか否かを検討することである。三点目は、地方自治体が看護ケアを許されない場合















                                                   
















Continuing Healthcare” の受給資格に該当しない場合に、改めて“NHS-funded nursing care” 
の必要性を判断されることになる。 
判決では、NHS当局の主張を退けた342。その理由は、看護ケアの必要性の判断は、“NHS 
Continuing Healthcare” と “NHS-funded nursing care” とでは実質的に同様のものであり、
改めてニーズ評価を実施する意味がないからである。このため、“NHS-funded nursing care” 
の評価区分に従って、看護ケアのニーズが最も高いと評価された者と、“NHS Continuing 
Healthcare” の受給資格者とを区別することはできないとした。結論として、判決は、
Grogan 婦人に“NHS Continuing Healthcare” を提供しないとしたNHS当局の決定を破棄
し、改めて検討し直すことを命じた。 
本件では、一時的な医療ニーズとは一体何かが争われることになったが、判決ではそれ
を明確化できなかった。判決は、“NHS Continuing Healthcare” の適用範囲を恣意的に解釈
することによって、地方自治体が供給することが法的に許されるものと、NHSが供給すべ
きものとの間で、潜在的な空白（Potential of gap）が生じる恐れがあると指摘するに止まっ
ている343。しかし、NHSは、本件の判決を受けて、“NHS-funded nursing care” の評価区分
                                                   
341 Id., Para 49. 
342 Id., Para 50. 
343 Id., Para 107. 
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② Care act 2014 の制定が与える影響 
1990年NHS及びコミュニティ・ケア法第47条第1項の規定は、在宅介護に係るコミュニ
ティ・ケア・ニーズ・アセスメント（Assessment of needs for community care services）の実
施義務を地方自治体に課している。同項の規定は、介護サービスの必要性（In need of any 
such services）が認められる場合（Where it appears to）、当該アセスメントを実施し、その
                                                   
345 Id., Para 5.5. 
346 中村民雄「欧州人権条約のイギリスのコモン・ロー憲法原則への影響―「法の支配」













の見込み数及び介護費用を考慮する（Councils should take account of their resources, local 


















                                                   
347 See Department of Health (2010b), “Prioritising need in the context of Putting People First: A 
whole system approach to eligibility for social care -Guidance on Eligibility Criteria for Adult 




348 Id., Para 44. 
349 Law Commission (2010), supra note 265, Para 7.7. 















 具体的には、Care Act 2014 第2条の規定は、地方自治体の決定に、介護予防（Preventing 
needs for care and support）に資することを求めている。また、同条第3項の規定は、要介護
者及びその介護者に対して必要な情報と助言を提供（Providing information and advice）する
ための体制の整備を、地方自治体に義務づけている。この義務は、一般的な施策の実施を
求めるものであり、特定の者が権利として地方自治体の行為を請求できるものではない。 











                                                   































                                                   












（Assistance with toileting, when it’s required during the night）であることが明示された。 
2008年1月8日のケア・プランの見直しでは、McDonald婦人の要介護度は再び「重度」と
判定されたが、その要件は夜間の排尿管理を支援する必要（Needs assistance to manage 
continence at night Substantial Need）を認めるに止まり、室内便器（Commode）の使用を明
確には位置づけなかった。このため、その後のケア・プランの見直しでは、室内便器を使
用した場合の夜間のMcDonald婦人の要介護度を「中度」（Miss McDonald needs assistance 
at night to use the commode Moderate Need）に判定することがあった353。 
2008年2月19日から29日にかけて実施したニーズ評価では、「McDonald婦人は、失禁パ
ッドの使用を望まない」（Ms McDonald does not wish to use incontinent pads and sheets）こと
が明示され、室内便器を使用した場合の夜間の要介護度は改めて「重度」（Miss McDonald 







人のニーズを「夜間の室内便器の使用に支援が必要」（Assistance to use the commode at 
night）と表現しており、週70時間から減少したものの、週5日の夜間の訪問介護を受けて
いた。なお、その後、夜間の訪問介護は段階的に縮小されていく。2008年12月から暫定的
                                                   





























                                                   
354 McDonald, R (on the application of) vs. Royal Borough of Kensington & Chelsea [2009] EWHC 
1582 (Admin), Para 36. 
355 McDonald, R (on the application of) vs. Royal Borough of Kensington & Chelsea, [2010] EWCA 
Civ 1109, Para 58. 





A 原審（High Court）と控訴審（Court of Appeal）の判決の経緯 
 原審及び控訴審の判決は、R v. Gloucestershire County Council ex parte Barry 357事件を先例
として、地方自治体がサービスの供給を決定する際に、その地域の財政状況、実現可能性
等の地域資源（Resources）を考慮することができることを踏まえたものである。しかし、









器の使用に支援が必要」（Assistance to use the commode at night）というニーズ評価に基づ
いてケア・プランが策定されており、これを無視した王室特別区の決定を違法と判断し
た。あくまでニーズ評価は地方自治体の責任のもとに実施されるものであり、裁判所がそ
                                                   








Commission (2010), supra note 265, Para 7.33） 


















動する責任もある360」（However, it is responsible also for acting on behalf of the interests of all 
the clients whose welfare it supports with the use of limited resources）ことを認めている。 
 















                                                   
360 Id., Para 57. 
361 Id., Para 26. 
362 McDonald vs. Royal Borough of Kensington & Chelsea (2011), supra note 352, Para 5. 
363 Disability Discrimination Act 1995 は、Sex Discrimination Act 1975、Race Relations Act 



























（カ）MCDONALD vs. THE UNITED KINGDOMの事件365の検討 
① 事件の概要 
英国最高裁は、王室特別区のMcDonald婦人に対する夜間の訪問介護の削減の決定が、た
                                                   
364 McDonald vs. Royal Borough of Kensington & Chelsea (2011), supra note 352, Para 61. 

























活（His private and family life）、住居並びに通信（His home and his correspondence）が尊重
される権利を保障することを定めている。ちなみに、同条約は、いわゆる自由権を中心に
                                                   
366 See McDonald vs. Royal Borough of Kensington & Chelsea, (2011), supra note 352. 
367 Id., Para 63. 


















は犯罪抑止（Prevention of disorder or crime）、健康若しくは道徳性の確保（Protection of 
health or morals）、又は第三者の権利及び自由の保護（Protection of the rights and freedoms of 
others）を目的として、民主的な社会に必要なもの（Necessary in a democratic society）につ
いて、同条第1項の適用を除外することを定めている。同項の規定は、国家に広範な裁量









such as is in accordance with the law）との文言に反していることから、王室特別区の決定が
                                                   
369 渡辺 豊「欧州人権裁判所による社会権の保障 : 規範内容の拡大とその限界」459
頁。一橋法学 7巻 2号（2008年）447頁–487頁。 





371 MCDONALD vs. THE UNITED KINGDOM (2014), supra note 365, Para 54. 
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